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主催：独立行政法人防災科学技術研究所
日時：平成２１年３月１７日（火）　13:00 – 17:55
場所：東京国際フォーラムＢ５ホール
　　　（東京都千代田区丸の内3-5-1  URL: http://www.t-i-forum.co.jp）

プログラム

13:00 – 13:05 開会挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（理事長　岡田義光）
13:05 – 13:10 来賓挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文部科学副大臣　山内俊夫）

第１部　二つの内陸型地震　～中国汶川地震と岩手・宮城内陸地震～
13:10 – 13:30 中国汶川地震における断層と近傍の構造物被害
 （防災システム研究センター　郝　憲生）
13:30 – 13:50 2008年岩手・宮城内陸地震で観測された非対称な地震動
 ～トランポリン現象の発見～　　　　　　　　　　　　　（地震研究部　青井　真）
13:50 – 14:10 二つの地震で生じた巨大地すべりの地形地質的背景
 （防災システム研究センター　井口　隆）
14:10- 14:15 質疑応答

第2部　地震災害軽減への挑戦
14:15 – 14:55 Ｅ－ディフェンスの挑戦　～耐震工学研究のブレークスルー～
  （兵庫耐震工学研究センター　中島正愛）

14:55 – 15:45 休憩（ポスター展示・システムのデモンストレーション）

第3部　特別講演
15:45 – 16:30 文化遺産の防災に関わる研究と事業展開の現状
 （立命館大学教授、ＮＰＯ災害から文化財を守る会理事長　土岐憲三）

第４部　安全な社会の構築をめざして
16:30 – 17:10 ＭＰレーダ　～ゲリラ豪雨の事前予測と監視のための新技術～
 （水・土砂防災研究部　真木雅之）
17:10 –17:50 災害リスク情報プラットフォーム　～基本構想と防災科研がめざすもの～
 （防災システム研究センター　藤原広行）

17:50 – 17:55 閉会挨拶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（企画部長　鈴木　隆）

発表会プログラム
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ごあいさつ

　本日は、防災科学技術研究所の第６回成果発表会においでいただき、ありがとうございます。わ

が国では、戦後の荒廃した国土が次々と地震や台風などの大きな自然災害に見舞われ、中でも昭和

34年（1959年）9月の伊勢湾台風では5,000人を超える死者・行方不明者を生じました。

　本年は、天皇陛下と皇后陛下のご成婚から50年というおめでたい年でありますが、伊勢湾台風も

これと同じ年の秋に発生し、今年でちょうど50年の節目を迎えます。

　未曾有の被害をもたらしたこの伊勢湾台風を契機として、わが国では防災対策の真剣な再検討

が行われ、1961年に「災害対策基本法」の成立、そして1962年には「中央防災会議」の設置など、

現在の防災体制の根幹をなす一連の施策が進められました。そのような流れの中で、当研究所の前

身である「国立防災科学技術センター」は、1963年4月、当時の科学技術庁が所管する国立試験研

究機関として東京に設立され、昨年4月に創立45周年を迎えました。

　本日はこれを記念した成果発表会という意味合いを込めており、当研究所における最新の研究活

動を、講演とポスターによりご紹介させていただきます。 また、土岐先生には「文化遺産の防災に関

わる研究と事業展開の現状」と題して、特別に御講演をお願いいたしました。

　なお、本日の催しに並行して、45周年記念誌の編纂も現在最終段階を迎えており、本日ご来場の

皆様には後日お届けさせていただく予定です。

　研究所の45年間の歴史を振り返ってみますと、大きく4つの時期に分けることができます。

　第1期は東銀座に設立されてから筑波研究学園都市へ移転するまでの15年間で、研究所の基礎

的骨格はこの時期に形成されました。

　第2期はつくばへの移転から「防災科学技術研究所」に改組されるまでの12年間です。東海地震

独立行政法人
防災科学技術研究所
理事長　岡田義光
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説に関連して地震関係の大型プロジェクトが次々と開始され、関東・東海地殻活動観測網の概成な

どが、この時期になされました。

　第3期は「防災科学技術研究所」への改組から独立行政法人化に至る11年間で、地球環境問題

への関心を背景としてスーパーコンピューターの導入などが進められました。一方、これと並行し

て、首都直下地震に向けた広域深部観測施設の整備を進めていた最中、阪神・淡路大震災が発生し、

地震研究は予知志向から基礎的な調査研究へと大きく舵を切ります。全国的な地震観測網の整備や、

実大三次元震動破壊実験施設（E- ディフェンス）の建設が開始されるなど、この期間は激動の時期で

ありました。

　そして第4期は、独立行政法人に姿を変えてから現在に至る8年間です。5年ごとの中期計画に従っ

て業務が進められるようになり、社会科学的な研究プロジェクトの開始、研究成果の普及活用の推進

など、より一層国民に奉仕する姿勢が強調されるようになりました。

　なお、皆さんご承知のことと存じますが、一昨年12月の閣議決定により、当研究所は独立行政法

人海洋研究開発機構との統合が定められ、来年4月を目途として統合の準備が進められております。

いわば防災科学技術研究所の新たな第5期が始まるわけであり、両法人の研究分野を直結させる相

乗効果によってお互いの長所が引き出され、より良い研究所が誕生するよう、努力してまいります。

　この45年間、防災科学技術研究所を取り巻く環境は大きく変わってきましたが、「災害から人命を

守り、災害の教訓を活かして発展を続ける、災害に強い社会の実現を目指す」という基本目標は、今

後とも堅持していく覚悟であります。

　関係する皆様方には一層のご指導ならびにご支援をお願い申し上げます。
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中国汶川地震における断層と近傍の構造物被害

防災システム研究センター

郝
はお

　憲生

1.はじめに
　Mw7.9の巨大地震が中国の四川省に発生（2008年5月12日14:28）し、約140km 離れた映秀

（Yingxiu）鎮と北川（Beichuan）県城は最大震度 XI（JMA 震度７相当）に達し、四川省の西部地域
及び近隣地域に住む約１億人に甚大な被害がもたらされました。この地震による死者・行方不明
者は約８万７千人、負傷者は37万人となり、500万人が家を失いました。耐震意識と対策があ
まり無かったため、学校を含む多くの建物が倒壊し、下敷きとなって沢山の犠牲者がでました。
全長500km、幅40-50km の北東走向を有する龍門山断層帯では、約280km の断層帯が動きま
したが、内陸においてこれだけ長い断層の破壊が起きたのは極めて稀なことです。これらのこと
を研究解明し、Ｍ８クラスの長大断層により引き起こされる地震のモデル化と被害軽減に資する
ため、6月4日～ 15日と、10月３日～１１日の２回に分けて、震源断層帯に沿う約140km の領
域について、地表断層と被害状況を調査しました。

２. 地震時地表に現れた断層帯
　驚くべきことに、14km 離れて平行する二つの地震断層帯で、地表面まで及ぶ破壊が発生した
ことが現地調査より分かりました。これは Mw7.9の地震に相当する最大級の地表地震断層帯で
す。西側の山間部における映秀―北川主要断層帯では最大６ｍに達する縦ずれ（写真1,2）を、東
側の成都平野に隣接する灌県（Guanxian）―安県（Anxian）断層帯では最大２ｍの縦ずれと、規模
の大きな地表断層を合計10か所以上で確認しました。主に右ずれ成分を持つ逆断層の変動がチ
ベット高原地域の変動方式と一致しますが、左ずれの変動方式の小魚洞（ Xiaoyudong）地表断層
も数 km に渡って現れました。これは、映秀―北川と灌県―安県二つの巨大な逆断層帯の変動量
の違いによる局所的な左ずれと考えられます。

３. 長さ150kmの「震災の帯」と断層近傍の被害
　この長大断層の破壊に伴い、映秀付近で長さ66km、幅20km、その NE 方向の延長上の北川
付近で長さ82km、幅15km の２つ震度 XI の「震災の帯」ができました。震度 X（JMA 震度6相当）

写真 1　清平 (Qingping) 鎮棋盤石に現れた地表断層（左端：縦ずれ 4.5m, 右横ずれ 0.5m)。写真は西向き。西に斜め降りる道路に、
地震後に逆に東向きの急崖ができました。断層が綿遠河の上流を挟んで山崩れの個所を結んでいます。
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の帯の広がりは長さ 224km、幅 28km にわた
ります。断層帯の近傍における道路（写真１）、
建物（写真2,3）、橋、トンネル、ダム、崖崩れ
の被害にはバラツキが見られました。全壊と被
害軽微の建物が共存していましたが、全般的に
断層近傍の地震被害が大きいことが分かりまし
た。山間部を走る地震断層の破壊は、広大な地
域に崖崩れを引き起こし、その近傍に堰止め湖
ができました。「震災の帯」では何千人という生
き埋めによる被害が生じ、これは山間部の地震
に特有の被害といえます。土砂崩れの大部分は
断層の上盤側で断層から20km 以内の領域で発
生しました。断層（写真１）の近傍の地震動速
度記録には周期 5 秒程度の大振幅（122cm/s）
のキラーパルス（破壊的強震動）が見られ、こ
の長周期で大振幅の地震動は、広範な地域に土
砂崩れ、堰止め湖の被害をもたらした原因の一
つと考えられます。
　大きな被害を受けた映秀鎮（ XI 度）、漢旺

（Hanwang）鎮（X 度、表紙を参照）、北川県城（XI
度）などは、大きな河川の流域に位置し、地盤
条件が悪いことが被害を拡大させた要因のひと
つと考えられます。今回地震のあった龍門山断
層帯地域では、耐震設計基準は震度 VII（ JMA
震度5弱相当）で、震度 VII を超えても建物が崩壊しないことが原則でした。都江堰市（ IX 度）、
綿竹市（IX 度）など都市部、鎮、郷レベルではきちんとした設計による建設が行われていましたが、
農村では構造柱、梁など構造設計の十分ではない煉瓦組積造の建物が多く見られました。また古
くて不適格な建物が多く存在しました。

４. 今後の課題
　2000年以上に一回とも言われる再来間隔の長い内陸最大級の地震が発生したことで、地震学、
地震工学、建築・土木工学などの科学技術のみならず、社会科学にも多くの課題が残されました。
地表断層と被害状況の現地調査は、地震災害を研究する上で基本的なデータを提供する、重要な
役割を担っています。内陸活断層において、汶川地震のように極めて長く、かつ二つの並行する
断層が同時に破壊する地震はこれまで想定されていませんでした。Ｍ８クラスの地震を引き起し
た龍門山長大活断層帯のモデル化などの研究は、中国は勿論のこと、将来の日本の地震被害軽減
にも役立つと考えられます。

写真 2　虹口（ Hongkou）郷八角廟に出現した縦ずれ断層。
写真が北向き。西側が最大約 6 ｍ隆起した断層が新
築２階建てコンクリートの招待所を破壊しました。

写真 3　山地と平野の境界における漢旺（ Hanwang）鎮（ X
度、表紙を参照）は綿遠河の沖積平野に位置し、数
多くの建物が倒壊して、死者が 500 人以上に達して
います。

表紙の説明：漢旺（Hanwang）鎮（X 度 ,JMA 震度 6 相当）の北端にある山の中腹から撮影した町の被害状況。地表断層が写真の左
下側に通過したため、山に近い部分は壊滅的な被害を受け、やや離れたところの比較的新しい建物は、被害の程度が
比較的軽いと見受けられます。また綿遠河と数本小さな支流があり、地盤が比較的軟弱であることなど、いくつかの要
因が重なった結果と考えられます。
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2008年岩手・宮城内陸地震で観測された非対称な地震動
～トランポリン現象の発見～

地震研究部　

青井　真・功刀　卓・藤原広行

１.はじめに
　2008年岩手・宮城内陸地震に伴い、防災科研が運用する基盤強震観測網 KiK-net の観測点の
うち、逆断層上盤側の断層直上（震央距離約3 km）に位置する一

いちのせきにし

関西観測点（IWTH25）では、三
成分合成で4022gal という非常に大きな加速度が記録されました（図１）。南北、東西成分がそ
れぞれ1143gal、1435gal（水平二成分合成で1436gal）、上下動成分が3866gal であり、三成分
合成では重力加速度の4倍を超えており、おそらく自由表面（ free surface）における地震記録と
してはこれまでに観測された最も大きいものであると考えられます。通常は水平動が上下動に比
べ2倍程度振幅が大きいですが、この記録は逆に、上下動が水平動に比べ2.5倍以上大きいとい
う特徴を有しています。
　この観測点では、深さ260m の観測井戸の底（Ｓ波速度が1800m/s を超える凝灰岩類）にも強
震計が設置されており、南北、東西、上下成分がそれぞれ1036gal、748gal、683gal を記録し
ています。三成分合成では1077gal であり、工学的基盤（建築物の支持基盤、概ね Vs ＝300 ～
700m/s）への入力地震動としては相
当大きなものです。

２. 観測された不思議な非対称性
　この加速度記録において最も特異な
点は、地表における上下動成分が明ら
かに非対称な波形形状を示している点
であり、上向きの振幅は下向きの2.2
倍以上あります。一方、地中における
上下動成分における包絡形状はほぼ上
下対称であり、地表記録に顕著に見ら
れる非対称はごく表層における現象で
あると考えられます。地震動は一般に、
波動方程式に従うと考えられています。
しかしながら、上下対称な入力地震動
に対して、非対称な地震動を生むメカ
ニズムは、これまでに知られている線
形及び非線形の波動伝播理論では説明
できないものであり、今回、初めて明
らかにされた現象です。

図１　岩手・宮城内陸地震の際に KiK-net 一関西 (IWTH25) 観測点で記
録された加速度記録（左は地表、右は地中：GL -260 m；横軸の
時刻原点は8:43:44）。各波形の上向き及び下向きの包絡曲線を赤
および青の曲線で示しています。下図は、地上・地中の上下動に
関して、最大値を含む１秒間の波形の拡大図です。
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　他の記録において、同様な現象が見られるかどうかを確認するため、6,800地震の20万以上
の記録からなる K-NET と KiK-net の強震記録データベースの中から、重力加速度（1g = 980 gal）
以上の加速度を記録した14個の地震記象を解析したところ、そのうちの２つの記録（2004年新
潟県中越地震の際の K-NET 小千谷観測点、2008年岩手・宮城内陸地震の際の KiK-net 東成瀬観
測点）において、明瞭な非対称性が認められました。このような非対称性が生まれる条件は今の
ところ分かっていませんが、今回発見された非対称性は他の地震記録にもみられることから、大
加速度の条件下で比較的一般的な現象であることが示唆されます。

３.トランポリン効果
　我々はこのような現象の成因として、表層付近の地盤が大加速度の入力により弾性限界を超え
てしまい、部分的に粒状体的な振る舞いをするモデルを提唱し、トランポリン効果と名付けました。
　粒状体のモデルとして砂箱を考えた場合、上向きの加速に対しては固まりとして振る舞い、弾
性的な性質を持ちます。一方、下向きの加速に対しては、その加速度が小さい場合においては上
向きの場合と同様な振る舞いが期待されますが、その加速度が重力加速度を超えると、もはや固
まりとして振る舞うことができず、砂同士の相互作用が極端に小さくなり、粒状体的な振る舞い
が卓越することが想定されます。
　このような振る舞いは、トランポリン上で跳ねている人の挙動と似ています。つまり、トラン
ポリンから反発力を受けている間は大きな上向きの力を受けることになりますが、宙に浮いてい
る間は重力加速度（1g）による下向きの力を受けるのみとなります（図２A）。この、トランポリ
ンを模擬したモデルによる地震動は、下向きの加速度が概ね1G で頭打ちするのに対し、上向き
の加速度が大きいという、観測事実と整合的です。強震動時の表層媒質は、完全に粒状化するわ
けではないため、弾性的な振る舞い（図２B）と粒状的な振る舞い（図２A）の中間的な振る舞い（図
２C）となると考えられます。図２C に示したトランポリンモデルによる模擬波形は、図１の左下
に示した観測波形の拡大図の性質をよく再現しています。
　表層地盤がどのようなメカニズムで粒状体の性質を帯びるのか、また、非対称性を示す条件な
どに関しては具体的には明らかにはなっておらず、今後研究を進めていく必要があります。

図２　Ａ：トランポリン上の剛体運動を単純化したモデル。Ｂ：媒質の弾性変形。Ｃ：トランポリン上の剛体運動と媒質の弾性変形
の和。KiK-net 一関西観測点で記録された地表加速度波形の特徴（振幅及び周期の非対称性）をよく再現しています。
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１.はじめに
　2008年は5月と６月に中国と日本で相次いで内陸地震が発生した。ともに多数の地すべりが起き
て、甚大な被害を生じた。さらに２つの地震とも巨大地すべりの発生が我々を驚かせた。岩手宮城
内陸地震では全長1,300m の荒砥沢地すべりが起き、四川
地震でも全長5km におよぶ大光包地すべりをはじめいくつか
の巨大地すべりが起きた。このような巨大地すべりの発生を
抑止することは現在の科学技術では難しいが、どういった場
所にどの位の規模の地すべりが発生する可能性があるか分か
れば、被害を小さくできる可能性がある。地震と同様に地す
べりも繰り返し起きることから、防災科研で作成している地す
べり地形分布図から得られた知見なども加えて地震による巨
大地すべり発生の地形地質的背景について考えてみたい。
　
２. 岩手・宮城内陸地震と荒砥沢ダムの巨大地すべりについて
　岩手・宮城内陸地震で生じた最大の地すべりは荒砥沢ダ
ム上流に生じた幅900m、全長1,300m の巨大地すべりであ
る（写真 1）。推定土砂量は7,000 万 m3 に達する戦後最大
規模の変動であった。すぐ下流に荒砥沢ダムの貯水域があっ
たが、幸いダム湖に流入した土砂量が少なく、貯水がダムか
ら越流する事態は避けられた。荒砥沢地すべりが発生した範
囲の大半は防災科研が刊行している地すべり地形分布図で
地すべり地形とされており（図１）、過去に変動した地すべり
の再滑動である。今回の地震では滑動しなかったが、周辺に
も同じ形態の地すべり地形の分布が認められ、地震地すべり
がこの地域において何度か発生していたことを示唆している。
荒砥沢地すべりの移動体主部は森林や道路を広範囲に載せ
たまま並進的に300m 滑っていることから、層すべり型の運
動であったと推測される。その後の、ボーリング調査等によっ
て、すべり面の傾斜が４°と極めて緩いことや砂とシルト層の互層からなる堆積層で滑っていることが
明らかになった（山科ほか , 2009）。
　　
３. 中国四川大地震による巨大地すべり　
　2008年５月に起きた四川大地震においても龍門山断層に沿って大規模な地すべりが多数発生し、
全長1km を超える巨大地すべりもいくつか発生した。その中で最大規模の地すべりは標高3,047m
の峰の東斜面で発生した大光包地すべりで、その変動量は7.42億 m3 に達し、石灰岩層で生じた層

二つの地震で生じた巨大地すべりの地形地質的背景

防災システム研究センター

井口　隆

図１　荒砥沢周辺の地すべり地形分布図と地震
地すべりの変動範囲

写真 1　荒砥沢地すべりの全景 ( 共同通信社 )
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すべりと報告されている（黄ほか , 2008）。
　2008 年の現地調査では大光包地すべりには道路
事情のため接近することができなかったが、２番目
に大きいとされる清平地すべりについては直下から
眺めることができ（写真２）、その滑りの形状から
大光包地すべりと同様の地質状態の斜面が層すべり
を起こしたことが読み取れた。すべり面の勾配は15
°前後と推測され、四川地震で多数起きている他の
地すべりより緩い勾配である。幾何学的にもすべり面が緩いほど広い面積の滑りとなることから、
地震による巨大地すべりは比較的緩い勾配の層すべりが多いと考えられる。
　
４. 地震で起きる地すべりの特徴と巨大地すべり発生の背景
　今回の両地震に限らずこれまでの国内外の地震地すべりの発生状況を概観すると、発生場所の地
質条件が違っても特定の地層をすべり面として滑動を起こす層すべり型の地すべりが多い。例えば
変動量は小さいが1949年に起きた今市地震では、傾斜わずか１°の大谷川の扇状地面において地
盤中に挟在する降下火山灰層の上の地盤が10数cm ほど下流側に変動したことが井戸抗の調査で明
らかにされた。すでに、地すべり地形分布図の作成によって東北地方には幅1km を超える巨大地す
べりが多数分布することが明らかにされ、その分布と古い埋没カルデラの分布が良く重なることから
巨大地すべりの発生素因がカルデラ内に堆積した湖成層と指摘されている（大八木 , 2001）。これま
で巨大地すべりの発生誘因は解明されていなかったが、今回の荒砥沢地すべりの変動事例によって、
地震を誘因として起きた可能性が大きくなった。荒砥沢地すべりも栗駒山南東麓の古カルデラに堆積
した湖成層の分布域にあたり、湖成層である砂岩・シルト岩の互層中にある地震動に対して脆弱な
地層が急速な強度低下を起こして滑りに至ったと考えると整合的である。
　今後も山地の直下で起きる内陸地震によって、古いカルデラ内に堆積した湖成層が分布する地域
において巨大地すべりが起きる可能性が考えられる。既に巨大地すべりが分布している地域ではそ
れを想定した防災対策が望まれる。
　
５．まとめと今後の課題　
　現在進めている地すべり地形分布図の作成によって、日本列島には予想以上に地すべり変動の跡
地が残されていることが明らかにされた。従来、地すべりの発生要因は雨や融雪による地下水の上昇
が主たる要因と考えられてきたが、ここ数年相次いで発生した地震地すべりの事例から、大規模な地
すべり変動は地震によって発生する割合が多いと考えられようになった。発生頻度が低い地震による
地すべりの研究は過去の事例に学ぶ必要があるが、そのためには歴史地震で生じた事例に加え、地
すべり地形を呈する斜面のうち地震によって生じた地すべりの選別も重要な課題である。地震による
地すべりの研究はほとんど始まったばかりで、メカニズムなど未解明の問題も多く残されている。
　最近宮城県の「松島」が地すべりによって形成されたという説が出されたが（長谷川ほか ,2008）、
その誘因は地震である可能性が大きい。また琵琶湖の湖岸や大分湾の瓜生島が地震によって水中に
没したという記録が残されており、これらは湖岸や海岸で生じた地すべり変動と考えられる。また雨
や融雪の影響が及ばない海底地すべりに関してもほとんどは地震によると考えられる。今後の地震地
すべりに対する防災対策を考えた場合、山地の地すべりに加え、予想外の被害が生じる可能性を持
つ海岸・湖岸や海底斜面で生じる地震地すべりも合わせ、総合的に研究を進めて行く必要がある。
　
引用文献
山科真一ほか（2009）：岩手宮城内陸地震で発生した荒砥沢地すべり．地すべり , Vol.45, No.5, 42-47.
長谷川修一ほか（2008）：日本三景松島は巨大地すべりによって形成された．応用地質学会研究発表会講演論文集 ,135-136. 
大八木規夫 (2001): 東北地方南部における大規模地すべり地形とカルデラ．深田地質研究所年報 , No.2, 121-135.
黄澗秋ほか (2008)：文川地震触発大光包巨型滑坡基本特性及形成机理分析．工程地質学報 , Vol16, 730-741.

写真２　四川地震で２番目の規模の清平地すべり全景
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Ｅ－ディフェンスの挑戦　～耐震工学研究のブレークスルー～

兵庫耐震工学研究センター

中島　正愛

１.はじめに　
　Ｅ－ディフェンスは、防災科学技術研究所が管理・運
営する実大三次元震動破壊実験施設の愛称です。Ｅは
EARTH（地球）を表し、地球規模で地震防災をとらえるとと
もに、人々の生命と財産を守る研究開発への期待が込め
られています。Ｅ－ディフェンスは、平成７年１月17日に発生
した兵庫県南部地震が契機となり、これまでの実験施設
では不可能であった実物大の構造物の破壊現象を解明
することを目的として計画されました。平成12年1月の建設
開始後、5年の歳月をかけて平成17年3月に完成しました

（図１、表1）。Ｅ－ディフェンス完成から4年目となる今回の
成果発表会では、これまでに取り組んできた耐震実験研
究を振り返るとともに、今後目指す方向についても言及します。

２. Ｅ－ディフェンスを活用した耐震実験研究の現状
　防災科研・兵庫耐震工学研究センターは、平成17
年のＥ－ディフェンス稼働開始以来、実大規模のモデル
を用いて構造物が破壊に至るまでの震動破壊実験を主
体的に実施し、阪神・淡路大震災で見られた構造物被害や耐震補強の有効性等に着目した構造物の
耐震安全性向上に繋がる実証データの取得・蓄積を進めています。ここでは、その代表的な実験を
紹介しますが、詳しくはポスター発表を参照下さい。
　木造建物は、国民に最も身近な構造物であり、兵庫県南部地震では倒壊による被害が多数発生しました。
Ｅ－ディフェンスでは、膨大な数が残る耐震性に劣る既存木造住宅を、きたる大地震に備えるため、どのように
すべきかを課題として、実大実験を実施しています。平成17年度には、同一の施工業者が同時期（築31年）
に建築した、同じ構法、構造仕様、劣化程度の建て売り住宅２棟をＥ－ディフェンス震動台上に移築し、一方
はそのまま、他方は耐震補強工事を施し、震動台実験を
行いました。震動実験では、兵庫県南部地震の震度Ⅶ地
域で観測された地震波を入力した結果、写真１に示すよう
に、補強しない住宅（写真左の建物）では1階が完全に潰
れてしまう一方で、補強を施した住宅（図右の建物）は、外
壁や庇の落下などの損傷はあったものの、なおしっかりと立
ち続けていました。本実験では、これまで得られなかった
建物が倒壊する過程の映像や計測データの取得、耐震
補強の有効性や耐震診断の信頼性の検証などの数多く

図 1　E －ディフェンス全景

表 1　E －ディフェンスの基本仕様

写真 1　木造建物実験
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の成果を得ることができました。さらに、本実験映像が実験直後の夜のニュースで日本中に流れ、国民から
大きな反響を得ることができたことは、Ｅ－ディフェンスがもつべき役割の一つを果たしえたと言えます。
　学校施設は、大地震時に、児童・生徒の生命を守るとと
もに、避難所としての役割を果たす必要があるため、構造
物の十分な耐震性能のみならず、非構造部材・設備等を
含んだ構造物の機能維持が強く求められていますが、今な
お耐震性能の低い学校施設は数多く存在しており、その耐
震改修促進は急務となっています。平成18 年度には、学
校校舎を模した３階建鉄筋コンクリ－ト試験体２体を造り、
Ｅ－ディフェンスで実大震動実験を実施しました。２体の試
験体は同一の設計で、１体は既存の古い設計のままであり、
もう１体はまったく同様に設計施工した後に耐震補強（写真
２参照）を施しました。震動実験では、兵庫県南部地震の
神戸海洋気象台で観測された地震波を入力した結果、無補強の校舎は１階柱が大きく破壊し、構造物とし
てはほぼ崩壊状態に至りましたが、補強した校舎は健全な状態を維持しました。なお、この実験では、室内
に机椅子を配置し教室内を再現しましたが、補強の有無にかかわらず什器類は大きく移動し、児童・生徒
の安全性確保に関わる新たな課題を提示ました。
　平成19 年度には、平成17年春から開始した、米国 NEES（ Jorge 
Brown Jr. Network for Earthquake Engineering Simulation）プロジェ
クトとの共同研究の一環として、鉄骨造建物、橋梁構造物の実大実験を
実施しました。特に、4階鉄骨建物の実験では、兵庫県南部地震におけ
る最大規模の観測地震波により、現行基準による設計であっても建物が
層崩壊する事例（写真３）を示すとともに、崩壊に至るまでの耐震性能・余
裕度について検証することが出来ました。本実験結果は、関係学会が発
行する設計指針改訂に反映されており、安全な国の実現に大きく貢献す
る結果となっています。
　一方、基盤研究や技術開発の進歩や社会の変化に伴い、新たな知
見や地震防災へのニーズが生まれつつあります。特に、東海・東南海・
南海地震等の海溝型の大規模地震が引き起こす長周期地震動の高層建物等への影響、大規模地震
時における医療施設等・重要施設の機能継続に関する研究が望まれるようになってきています。これ
らの課題に対しては、文部科学省からの委託研究「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」とし
てＥ－ディフェンスを活用する実験研究に取り組んでおり、平成19,20年度に実大実験を実施しました。

３. Ｅ－ディフェンスを利活用した耐震実験研究の今後
　防災科研は、Ｅ－ディフェンスを利活用した耐震工学研究の基本目標を、「地震災害から国民の生
命・財産を守り、安全・安心な社会を実現するため、わが国で近い将来起こるとされている大規模
地震に対する、行政・経済・教育・医療・暮らし等の機能を有する建物や、社会を支える産業施設・
ライフライン等の構造物について、破壊を含む耐震性能・機能維持性能を、高精度に評価・予測で
きる技術（数値震動台）を実現するとともに、これらの研究成果を地震防災・減災に効果的に結びつ
ける。」と定めています。E －ディフェンスを活用する今後の実験研究では、建築・土木構造物を始めとし、
防災性向上が必要な様々な施設等を研究対象に、それらの破壊過程解明と数値震動台確立のために
必要な基礎的・実証的データの蓄積を積極的に進めていきます。

写真 2　学校校舎の鉄筋コンクリート建物実験

写真３　鉄骨建物実験
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特別講演

文化遺産の防災に関わる研究と事業展開の現状
立命館大学教授、ＮＰＯ災害から文化財を守る会理事長

土岐　憲三

【講演概要】
　人類共通の財産である文化遺産を自然災害から守ることは非常に重要なことであり、昨年11
月に、通称「歴史まちづくり法」が施行されるなど、注目を浴びている課題です。ＮＰＯ災害か
ら文化財を守る会の理事長として、精力的にこの問題について活動をされてきた土岐憲三教授よ
り、ご自身のこれまでの活動も踏まえながら、「文化遺産の防災に関わる研究と事業展開の現状」
について講演していただきます。

【土岐教授ご略歴】
　1938年香川県生まれ。1961年京都大学工学部土木学科卒業。1966年京都大学大学院工学研究科博士課程修了。
1976年京都大学教授（防災研究所、工学部）。1996年東京大学工学系研究科客員教授。2002年立命館大学立命
館グローバル・イノベーション研究機構教授、理事長顧問、歴史都市防災研究センター長。
　地震工学専攻、京都大学工学博士。日本学術会議研究連絡委員（災害工学、基礎工学、地震工学）、日本土木学
会理事・副会長、日本自然災害学会会長、日本地震工学会会長、国際連合上級科学顧問、世界地震工学会議日本
代表などを歴任。土木学会論文賞受賞、国土庁長官表彰、通商産業大臣表彰。2006年9月6日「防災功労者内閣
総理大臣表彰」受賞。2006年度「土木学会功労賞」受賞。

2006 年度土木学会賞授賞式において（左から3 人目が土岐教授）
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（講演メモ）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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ＭＰレーダ　～ゲリラ豪雨の事前予測と監視のための新技術～

水・土砂防災研究部

真木　雅之

１.はじめに
　高度に発達した交通網や通信網を有し、数百万の人が生活する大都市には、局地的な豪雨に対す
る脆弱性が内在しています。アスファルト舗装の道路や密集したコンクリート建物のために、局地的
な豪雨があると雨水が一気に下水道へ流れ込みます。排水処理機能がこれに追いつかない場合には
雨水が下水道からあふれ出し、道路や鉄道の冠水、繁華街や地下街での浸水による被害が発生しま
す。例えば、2008年には、東京都豊島区、兵庫県神戸市、愛知県岡崎市などで、局地的な豪雨に
よる河川等の増水により尊い人命が失われました。東京都豊島区の場合、下水道工事の作業員5名
の方が急な増水により流されて亡くなったほか、34家屋の床上浸水被害が発生しました。局地的な
豪雨は、急激に発達するために、全国を対象とす
る現業のレーダネットワークでは捉えられない場合
があります。防災科学技術研究所では、このような
局地的な豪雨の監視と予測技術を確立するために、
マルチパラメータレーダ（MPレーダ、写真１参照）
を用いた研究をおこなっています。講演では、MP
レーダによる降雨量推定の原理について述べた後、
2008年8月5日に東京都豊島区雑司が谷付近で発
生した豪雨のMPレーダ観測結果を紹介します。そし
て、現在、首都圏で構築している、研究用レーダネッ
トワーク（X-NET）の目的と概要について説明します。

２.MPレーダによる豪雨観測
　豪雨災害の発生を予測するためには、精度良い雨量情報が必要不可欠です。従来、Ｘバンド（３
cm 波長）のレーダは降雨減衰のために定量的な降雨観測には不向きとされていました。しかしながら、
MP レーダ観測から得られる偏波間位相差はこの常識を一変させました。偏波間位相差とは、水平偏
波と垂直偏波が降雨域を伝播する時に生じる両偏波間の位相差です ｡ 防災科学技術研究所は、この
偏波間位相差を利用した降雨量推定手法を開発し、500m 間隔、5分毎の雨量情報を求めることに
成功しました。この手法の優れた点は、従来の手法が被る様々な誤差の要因（例えば、雨滴粒径分
布の変動、レーダのキャリブレーション誤差、地形によるビームの一部遮蔽、降雨減衰、雹の混在など）
の影響をほとんど受けないということです。これにより、地上の雨量計で補正しなくても、地上付近お
よび上空の雨量情報を、精度良く求めることが可能になりました。
　MP レーダが局地的な豪雨の監視に有効であることは、2008年の観測でも実証されました。図1
は、2008年8月5日の雑司ヶ谷付近の豪雨を、気象庁レーダと X-NET の MP レーダがそれぞれど
のように捉えていたのかを示した図です。同じ時刻の雨量分布ですが、両者の違いは明らかです。特に、
雑司が谷と大手町の間の降雨分布の違いは顕著です。MP レーダでは、降雨強度80mm/h を超える

写真 1　千葉県木更津市役所の屋上に新たに設置された
MP レーダ（2008 年）．
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豪雨域を捉えていますが、気象庁レーダでは捉え切れていません。図2は、MP レーダ推定雨量を
地上の雨量計と比較した結果です。JMA レーダ雨量が過小評価する傾向があるのに対して、MP レー
ダ雨量は地上雨量と良く合っていることがわかります。

３.X-NET の構築にむけて
　MP レーダの研究成果を元に、防災科学技術研究所は2006年から他の研究機関や大学と連携し
て、Xバンド気象レーダネットワーク（X-NET、図3参照）
の構築を進めています。X-NETは、防災科学技術研究
所、中央大学、防衛大学校、気象協会、電力中央研
究所、気象研究所などの研究用レーダをネットワーク
で結び、観測から得られる降雨と風に関する情報をリ
アルタイムで配信する技術を確立しようとするものです。
具体的には、首都圏を観測範囲とし、時間分解能が1
～ 5分、空間分解能が100m～500ｍの雨量情報と風
の情報を配信する技術を開発しています。
　X-NET は新しい都市防災システムとして位置付けら
れます。その特徴としては、（1） 都市の優れた通信イ
ンフラを活かしたネットワーク、（2） 既存の研究施設の
利用による即効性と経済性、（3） 3000万人の住民が
生活する首都圏が試験地、（4） エンドユーザ（研究者、
国、地方公共団体防災担当者、民間気象関連会社など）
とのやりとりを通じた研究開発が挙げられます。

４. 今後の展望	
　2008 年に大都市圏で発生した都市型水害は、大
都市が豪雨に対して脆弱であることを再認識させるも
のでした。そこで，国土交通省は、局地的な豪雨によ
る水害の発生予測を目的として、東京圏、名古屋圏、
大阪圏、北陸圏に現業用の MP レーダネットワークを
整備し、３年間の試験運用を経て2013年度から本格
運用する予定です。大都市圏における現業 MP レー
ダネットワークは国内外でも初めてとなることから、実
運用に向けて信頼ある降雨量推定アルゴリズムが求め
られます。防災科学技術研究所は、これまで開発した
MP レーダ雨量推定手法や局地的な豪雨に関する知
見、X-NET で開発中の技術を提供して行く予定です。
　X-NET は都市型水害だけではなく、表層崩壊（崖
崩れ）、強風、落雷、高潮などの様々な災害の予測に
新たな情報を提供します。今後、これらの災害の軽減
に向けて、関連研究機関や防災担当機関と連携をは
かりながら研究を進めていきます。
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図 1　気象庁レーダ雨量と MP レーダ雨量の比較。2008
年 8 月5日12 時 10 分。小さな白丸は雑司が谷の
位置，灰色の丸はアメダス雨量観測点。

図 2　MP レーダ雨量および気象庁レーダ雨量と地上雨
量計との比較。2008 年 8月5日。地上雨量計は東
京都環境科学研究所より提供。

図 3　X-NET に参加している各研究機関のレーダ配置と
観測範囲。青色はドップラー速度合成領域で，風
向・風速の分布が求まる領域。
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１.はじめに
　防災科研では、これまで、「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い
社会の実現」を目標として掲げ、地震、火山、気象、土砂および雪氷災害による被害の軽減に関す
る研究開発を行ってきました。こうした中、2007年6月1日に閣議決定された長期戦略指針「イノベー
ション25」では、技術革新戦略ロードマップの具体的施策である「社会還元加速プロジェクト」の一つ
として、「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに、災害対応に役立つ災害情報通信
システムの構築」が挙げられました。「イノベーション25」は、2025年までを視野に入れ、豊かで希
望に溢れる日本の未来をどのように実現していくか、そのための研究開発、社会制度の改革、人材
の育成等、短期、中長期にわたって取り組むべき政策を示したものです。これを受けて、防災科研では、
2008年度より、「災害リスク情報プラットフォーム（BOSAI-DRIP）」の研究開発に着手しました。

２. 災害リスク情報プラットフォームの概要　
　私たちの生活は、地震、津波、噴火、豪雨、地すべり、雪崩などの自然災害の「リスク」と切り離
すことができません。そこで、「災害リスク情報プラットフォーム」の開発プロジェクトでは、個人一人
ひとりや地域が、それぞれ、自らの防災対策を立案・実行できるよう、地震災害をはじめ各種災害
に関するハザード・リスク情報を提供すると同時に、それらを活用して防災対策を立案・実行できる
環境を提供することを目的として、これまでに培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経
験・教訓などの「知」を最大限に活かし、一人ひとり、そして社会全体の防災力を向上させるための
イノベーションの創出に取り組みます。
　このため、以下の３つの研究開発を実施し、それらを有機的に結びつけることにより、「災害リスク
情報プラットフォーム」の構築を目指します ( 図１）。
（１）災害ハザード・リスク評価システムの研究開発
　自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのためには、
専門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自然災害につ
いて、これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、その成果を可
視化された「災害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地震災害を中心に研究
開発を行います。
　特に、地震災害に関しては、地震調査研究推進本部で進められている地震動予測地図高度化に
資する検討を実施し、2008年度末を目途として、全国版の地震動予測地図の高度化・作成を実施
してきました。2009年度からは、これら地震ハザード情報を、さらに高度・高精度化するための検
討を実施すると共に、地震ハザード評価結果に基づいた、全国レベルでの地震リスク評価を実施し、
それら情報を公開するため、既に公開中の地震ハザードステーション J-SHIS の機能拡張・高度化を

災害リスク情報プラットフォーム
～基本構想と防災科研がめざすもの～

防災システム研究センター　

藤原　広行
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行い、ハザード情報だけでなく、リスク情報も提供可能なシステムとして研究開発を行う予定となって
います。また、地域を限定し、詳細な地震ハザード・リスク評価を実施し、それら情報の利活用に関
する実証的な研究にも取り組んでいく予定です。
（２）災害リスク情報活用システムの研究開発
　変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯一の防災対策を求めるのではなく、自らの
状態や価値観、置かれた環境などに合わせて、それに適した防災対策を選択・創造していくことが
重要です。そこで、得られる「災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせた防災
対策を立案し、実行できるサービスと手法の開発を行います。その第一段階として、まずは個人一人
ひとりと地域コミュニティの防災対策を中心に研究開発を行います。
（３）災害リスク情報相互運用環境の研究開発
　ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実行を効果的に行うためには、そのために必要な知
識や情報がいつでも得られる環境が必要となります。そして、その知識や情報は一カ所にあるのでは
なく、社会を構成する様々な主体が分散して保持、管理しています。そこで、その多様な主体が持
つ知識や情報、すなわち「災害リスク情報」を相互に利用できるような情報環境の研究開発を行います。

３. 今後に向けて
　「災害リスク情報プラットフォーム」を実現するためには、防災科研単独の取り組みだけでは不十分
であり、関係機関との連携の下、様々な立場にある人々が、災害軽減という目標に向けて、多種多
様な価値観を調和させ、災害リスク情報の創出・共有化・利活用の輪を拡げて行くことが必要となり
ます。防災科研の本プロジェクトが核となり、こうした取り組みが広く世の中に受け入れられ、災害軽
減に役立つものとなるよう努力したいと思います。

図１　災害リスク情報プラットフォームの研究開発の概要
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防災科学技術研究所基盤的地震観測網 
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国，地方公共団体等の防災対策 
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技術研究所 

気象庁 大学 国土地理院 
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(独)海洋研究 
開発機構 

海上保安庁 

調査観測，研究等の実施 

地震調査研究推進本部 
（本部長　文部科学大臣） 

政策委員会 地震調査委員会 

調査観測計画部会 
予算小委員会 
成果を社会に生かす部会 

長期評価部会 
強震動評価部会 

総合基本施策 
調査観測計画 調査観測データ，研究成果 

ー政府・地震調査研究推進本部の施策に基づく整備ー

地震調査研究推進本部の発足 

　　平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災は、約６，４００ 

名の死者を出し、１０万棟を超える建物が全壊するという戦後最大 

の被害をもたらすとともに、我が国の地震防災対策に関する多くの 

課題を浮き彫りにしました。 

　これらの課題を踏まえ、平成７年７月、全国にわたる総合的な地 

震防災対策を推進するため、地震防災対策特別措置法が議員立 

法によって制定されました。 

　地震調査研究推進本部は、地震に関する調査研究の成果が国民 

や防災を担当する機関に十分に伝達され活用される体制になってい 

なかったという課題意識の下に、行政施策に直結すべき地震に関す 

る調査研究の責任体制を明らかにし、これを政府として一元的に推 

進するため、同法に基づき総理府に設置（現・文部科学省に設置） 

された政府の特別の機関です。 

 

 

  

地震調査研究推進本部の構成 

基本目標：「地震による災害の軽減に資する地震調査研究の推進」 

目　　　的：（１）地震現象の解明及びそれに基づく地震の発生予測 

　　　　　　　（２）地震動の解明とそれに基づく地震動の予測等 

施　　　策：◎総合的な調査観測計画の中核として以下の基盤的調査観測を推進 

　　　　　　　（１）地震観測　　 

　　　　　　　　　　　１）陸域における高感度地震計による地震観測（微小地震観測）  

　　　　　　　　　　　２）陸域における広帯域地震計による地震観測  

　　　　　　　（２）地震動（強震）観測 

　　　　　　　（３）地殻変動観測（ＧＰＳ連続観測） 

　　　　　　　（４）陸域及び沿岸域における活断層調査 

　　　　　　　◎調査観測研究データの蓄積・流通の推進  

地震調査研究推進本部の基本方針 

防災科学技術研究所の役割［地震調査研究推進への貢献］

一般市民 
防災関係者 
民間企業 

Internet Internet 

一般市民 
防災関係者 
民間企業 

Internet Internet 

広帯域地震計 

地面の速い振動から、非常 
にゆっくりとし振動まで、広い 
周波数範囲にわたって揺れ 
を記録できる地震計 

高感度地震計 

人体に感じないほどの非常に 
微弱な揺れまで検知するため 
の地震計 

GPS 

人工衛星を用いて、プレート 
運動や地殻変動を観測する 
システム 

強震計 

高感度の地震計では振り切れ 
てしますような強い揺れを観測 
するための地震計 

○高感度地震観測網（Hi-net) 
 
防災科研が培ってきた首都圏における深層観測技 

術、及び関東東海地域における高感度地震観測の 

実績に基づき、大学や気象庁等の既存の高感度地 

震観測施設と併せて、日本全国を20kmメッシュとな 

るように、防災科研が新たな高感度地震観測網の 

建設整備、運用等を行っています。 

 

○広帯域地震観測網（F-net) 
 
防災科研が従来から実施してきたFreesiaプロジェク 

トを引き継ぐ形で、大学等関係機関の協力を得なが 

ら、全国を約100kmメッシュで合計約100ヶ所の広帯 

域地震観測施設の建設整備、運用等の業務を行っ 

ています。 

 

○強震観測網（K-NET,KiK-net) 
 
地震調査研究推進本部の計画策定より先に、全国 

的な地盤の強震動の観測を行うために、防災科研 

では全国を約20kmメッシュで覆う約1000ヶ所の強震 

観測施設から構成されるK-NETを完成させました。 

　また、Hi-netの観測施設には観測井戸の底と地表 

にそれぞれ強震計を設置し、KiK-netを構成しています。 

 

 

  

○データ流通 
 
高感度地震観測を実施している防災科研、大学、 

気象庁等は、それぞれの地震調査研究に関する 

業務を円滑に推進するため、防災科研が中心 

となって、リアルタイムで相互にデータ流通を 

行っています。 

 

○データ蓄積と公開 
 
防災科研の基盤的地震観測網（Hi-net,F-net, 

K-NET,KiK-net）だけでなく、相互流通して 

いる大学や気象庁等の高感度地震データ 

を併せて蓄積、公開し、地震調査 

研究の推進を支えています。 

  

（赤字は防災科研担当項目） 
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監視業務 
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公開 
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公開 
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公開 
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公開 
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地震研究部地震観測データセンター 
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日本の地下をCTスキャン

地震研究部 松原誠

  日本列島の下は、東から太平洋プレートが、南からフィリピン海プレートが沈み込み、非常に複雑な構造になっています。そ

のような場所で発生する地震の震源の位置を精度良く決めるためには、地震の波が伝わる速度の分布を三次元的に詳細に調べる

ことが必要です。防災科研は日本全国に約800箇所の観測点から構成される高感度地震観測網(Hi-net)を整備しました。防災科研

Hi-netの観測点で捉えられる地震波の到達時刻を読み取ったデータを使うことにより、日本列島の下の三次元的な地震波速度構

造を地震波トモグラフィー法により推定することが可能になりました。

  本速度構造モデルは、防災科研Hi-netのホームページに

おいて公開されています。緯度・経度・深さにおける

P波・S波の地震波速度ファイルを、任意の点における

地震波速度を計算できるプログラムと合わせてダウンロ

ードすることができ、利用者は日本列島下の各所におけ

る地震波速度を計算できるようになっています。

はじめに

　地震波トモグラフィー法は、CT(Computerized
Tomography)スキャンのように、地震波を使って

地球内部の構造を三次元的に推定する手法です。

震源と観測点の距離
震源から観測点までに地震波が要した時間
地震波速度

多くの地震と多くの観測点の組み合わせることに
より三次元地震波速度構造を推定できます。

地震波トモグラフィー法

震源と観測点の距離[km]

震源から観測点までに
地震波が要した時間[秒]

地震波速度[km/秒]

遅い
領域

速い
領域

遅いところを多く通る
地震波の経路
　　→所要時間が長い

速いところを多く通る
地震波の経路
　　→所要時間が短い

平均的なところを通る
速い領域も遅い領域も
通る
　→平均的な所要時間

速度が
平均的な

領域

震源 観測点

地震波速度からが分かること

・自動処理では一次元速度構造で決めている震源の位置ですが、
三次元的な地下の構造が分かると実際の構造に近い構造なので、
震源の位置を一層精度よく求めることができます。
・高速度領域:堅い物質の存在が考えられます。高速度な沈み込
むプレートの様子も分かります。
・低速度領域:軟らかい物質の存在が考えられます。

自動処理では一次元速度構造で決めている震源の位置ですが、
三次元的な地下の構造が分かると実際の構造に近い構造なので
震源の位置を一層精度よく求めることができます。
高速度領域:堅い物質の存在が考えられます。
高速度な沈み込むプレートの様子も分かります。
低速度領域:軟らかい物質の存在が考えられます。

三次元速度構造モデルの公開

http://www.hinet.bosai.go.jp/topics/sokudo_kozo/alljpn.php 

深さ50kmの水平断面

深さ50kmでは、北海道から中部地方にかけての火山の

下が低速度領域になっていることが分かります。福島県

沖の低速度領域は、太平洋プレート最上部の海洋性地殻

です。九州東岸や中国地方の下の低速度領域は、フィリ

ピン海プレートの海洋性地殻です。
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関東の下の速度構造

  関東の下には、太平洋プレートとフィリピン海プレートが沈み

込んでいます。南北断面ではフィリピン海プレート、東西断面では

太平洋プレートの沈み込む様子がイメージングされています。
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東北の下の速度構造

　東北の下では、高速度な

太平洋プレートの沈み込む

様子がイメージングされて

います。

九州の下の速度構造

　九州の下では、高速度な

フィリピン海プレートの沈み

込む様子がイメージングされ

ています。

太平洋
プレート

上面 フィリピン海
プレート上面
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揺れを感じない謎のゆっくり地震
　　　　　　　～房総スロースリップイベント～

■房総スロースリップイベント

■房総スロースリップイベントに伴う地殻変動と群発地震活動

■すべりの時空間分布

　房総半島東岸ではおよそ6年間隔で房総スロースリップイベントと呼ば
れる特異なゆっくり地震が起きることが知られています．ゆっくり地震は，
通常の地震に比べて断層運動が極めてゆっくり起きることが特徴です．こ
のため通常の地震波はまったく放出されません．ゆっくり地震は巨大地震
の断層面と推定される領域の近傍で起きることが知られており巨大地震と
の関連が注目されています．最近では2007年8月にこの房総スロースリッ
プイベントが発生し，この活動に伴う地殻変動は防災科研の多数の傾斜
計で明瞭に記録されました．

　2007年8月の房総スロースリップイベントに伴う地殻変
動が8月12日頃より防災科研の多数の傾斜計および国
土地理院のGPSにより捉えられました．

　傾斜計およびGPSにより得られた地殻変動データを用い
てすべりの時空間分布をインバージョン手法により推定し
ました．推定の結果，南東部で最大 23 cm のすべりが推
定されました．また，房総スロースリップイベントのすべりの
大きい場所と地震の起きる場所が良い一致を示すことが明
らかとなりました．このことから，地震はスロースリップイベ
ントのすべりによって引き起こされたと推定されます．

潮汐補正後の傾斜データ(左)およびGPS変位データ(右)の時系列． 房総スロースリップイベントに伴う群発地震活動．

積 算 す べ り の 分
布．房総スロース
リップイベントに
伴って発生した地
震の震央位置をあ
わせて示す(橙)．

すべり分布の12時間毎のスナップショット．房総スロースリップイベントに伴っ
て発生した地震の震央位置をあわせて示す(橙)．

通常の地震とゆっくり地震．

破壊：
急激

　2007年8月の房総スロースリップイベントに伴う群発地震
活動は8月13日頃から東側で始まり西側に移動していきまし
た．地殻変動の顕著な時期と地震が多発した時期は良く一
致します．

地震研究部  木村尚紀・廣瀬仁・関根秀太郎・小原一成
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破壊：
ゆっくり
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概要

地震火山監視能力強化への国際貢献

インドネシアとの地震・津波監視能力強化に関する国際協力

エクアドルとの火山監視能力強化に関する国際協力

インドネシアの地震観測網と地震の分布

地震の深さ (km)
日本（NIED）
インドネシア（BMKG）
ドイツ（GEOFON）

中国（CEA）
CTBTO

2005年3月28日の地震
（マグニチュード8.7）の震源域 パダン沖にはまだ地震の

空白域がある

インドネシアでは、2004年12月に起きたスマトラ・アンダマン地

震・津波により大きな被害を受けました。これを受けて、日本・ドイ

ツ・中国等の国際協力によりインドネシアにおける早期津波警報

システム（InaTEWS）が構築されました。防災科研がインドネシア

気象気候地球物理庁（BMKG） と共同でインドネシア全域に整備

してきた衛星テレメータ広帯域地震観測網（JISNET）は、

InaTEWSの一部を担っています。

我々は、地震発生後いち早く震源についての詳しい情報を得る

ために、少ない観測点のデータから短時間で震源情報を推定で

きる解析手法とシステムの開発を行いました。

2007年9月には、スマトラ島ブンクル沖でマグニチュード8.3、
7.9、6.8と大きな地震が連続して発生しました。JISNETデータを

使った解析から、世界にさきがけてこれらの地震の震源に関する

詳しい情報が発信されました。

この解析システムをジャカルタのBMKG本庁に導入し、セミナー

などの開催を通して技術移転を行いました。その結果、現地ス

タッフのみで解析システムを運用することが可能となり、現在この

システムによる震源解析結果はBMKGの地震津波公式レポート

に活用されています。

エクアドルにおける火山監視能力の強化を目的としたJICAによる

技術協力プロジェクトにより、同国において火山災害リスクが高い

トゥングラワ火山とコトパキシ火山に広帯域地震計と空振計による

観測網が構築されています。防災科研は、このプロジェクトの国内

協力機関として、観測機材の設置からデータ解析にいたる技術の

移転に中心的な役割を果たしています。

2006年5月に、エクアドル国立理工科大学地球物理研究所（ＩＧ）と

協力して観測点の設置を開始しました。このプロジェクトでは、広帯

域地震計と空振計をトゥングラワ火山とコトパキシ火山に設置しまし

た。これらのデータは、無線LANを使ってリアルタイムでIGに送信さ

れています。またこのプロジェクトでは、現地スタッフにデータ解析

技術を習得するための研修も実施しています。

2006年7月にトゥングラワ火山の活動が活発になり、火砕流をとも

なう噴火が起こりました。この観測網によるデータは、ＩＧが防災機

関やマスコミへ火山活動情報を発信する際に利用されました。また、

同年8月に起きたトゥングラワ火山噴火の際に、3～4千人の住民の

避難にも役立ちました。

エクアドルの地形と主要な火山の
分布（▲）

トゥングラワ火山

コトパキシ火山

観測点
設置の
様子

トゥングラワ火山が2006年7月14日に

噴火したときの地震計の記録（左）と空
振計の記録（右）

時間（分）

2004年スマトラ・アンダマン地震および津波は国を越えて多くの被

害をもたらし、防災に関する国際的な連携の必要性が改めて認識さ

れました。開発途上国における災害にはわが国が経験したものと共

通する面が多くあることから、これまで蓄積してきた知見を応用でき

る場面が多いと考えられます。防災分野の先進国であるわが国は、

国際協力活動を通じて世界の自然災害の防止・軽減に積極的に取

り組むことが求められています。

防災科研では、開発途上国における地震火山監視能力強化のた

めの国際貢献として、インドネシア・フィジー・トンガ各国の地震観測

機関との間で、地震・津波監視の高度化のための広帯域地震観測

と地震発生メカニズムの解明に関する共同研究を実施しています。

エクアドルでは、同国の国立理工科大学地球物理研究所と共同で、

火山監視強化および噴火プロセスの解明に関する研究を行ってい

ます。

2007年9月スマトラ沖地震
の震源解析結果

IGから警戒情
報が発出され、
被害が最小限
に抑えられた。

BMKGスタッフに講義

地震観測点の様子

地震研究部 国際地震観測管理室

時間（分）
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実大三次元震動破壊実験施設
（Ｅ－ディフェンス）

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）とは
1995年に発生した兵庫県南部地震は、木造建築をはじめ、鉄筋コンクリートビル、橋梁、高速道路、港湾施設など、多くの構造物に甚大な

被害をもたらしました。これを教訓として、今使用している建物や各種施設が大地震に対し、どの位安全か、安全でないならどのように補強す

ればよいのか、あるいはより大きい地震に対し、どの様に造れば良いのかを検討する必要があります。また、あの兵庫県南部地震(阪神・淡路

が 確

（Ｅ ディフェンス）

E-ディフェンス

主要施設と震動台の仕様

Ｅ－ディフェンスでは、主に実験棟、計測制御棟、油圧源棟、実験準備棟の４つの主要な施設により構成され、構造物の耐震性に関する実

大震災)から12年たちましたが、安心・安全の確保は国民の最大関心事です。来るべき大地震に対しての不安を解消できる新たな補強方法

や新工法の開発には計算だけでは判らない点を検証することが必須です。

実大三次元震動破壊実験施設（愛称：E-ディフェンス）は、実大規模の建物（戸建て2棟分、中層建物そのまま）などに、兵庫県南部地震クラ

スの地震の揺れを、前後・左右・上下の三次元に直接与えることで、その揺れや損傷・崩壊の過程を詳細に検討できます。E-ディフェンスは構

造物の耐震性向上に関わる研究開発と実践を促進する「究極の検証」手段です。

験研究の準備や実験が行われています。
三次元震動台の基本仕様

①

② ③

④

⑤

⑥

震動台の大きさ
Table Size 20m x 15m

最大搭載荷重
Payload 12MN (1200tonf)

加振方向
Shaking Direction

X, Y -
Horizontal Z - Vertical

最大加速度
Max Acceleration 900cm/s2 1500cm/s2

E-ディフェンス鳥瞰図

⑤ Max. Acceleration

最大速度
Max. Velocity 200cm/s 70cm/s

最大変位
Max. Displacement ±100cm ±50cm

利用申し込みと利用料金について

E-ディフェンスは共用施設として、大学や各公的試験研究機関等との共同研究、あるいは、民間企業等からの委託による受託研究等も

① 主油圧ポンプ

E-ディフェンスの各主要施設

② 主アキュムレータ ③ 震動台 ④ 400トン天井クレーン ⑤ 計測制御棟 ⑥ 実験準備棟

行う予定です。震動台の利用については、毎年の公募により実験研究計画を提出後、実大三次元震動破壊施設利用委員会における審議

を経て実施可能となります。

施設利用申し込みから実験実施までの流れ E-ディフェンスにおける利用料金の算定方法（2009年2月現在）

兵庫耐震工学研究センター
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E-ディフェンスを活用した耐震工学研究（その１）
E ディフェンスE-ディフェンス

橋梁耐震実験研究 (自体研究)
1995年兵庫県南部地震ではRC(鉄筋コンクリート)橋脚に甚大な被害が発生しました。道路は、国民の

日々のくらしや経済活動に無くてはならない社会資本です。道路を構成する橋梁の被害は震災直後の救
援活動に大きく影響しますので、橋梁の耐震性能の向上が重要です。
本実験は、実大規模のRC橋脚試験体を用いた震動台実験を行い、その耐震性能・破壊過程を検証し、

耐震性能の向上を目的としています 試験体は 1970年代に建設されたRC橋脚（旧橋脚）を再現したもの耐震性能の向上を目的としています。試験体は、1970年代に建設されたRC橋脚（旧橋脚）を再現したもの
や現在建設されている実大規模のRC橋脚を用いております。実験は中央に試験橋脚を置いた2径間の橋

梁形式の実験装置を震動台上に設置して行います。実験では橋脚上部の桁が大きく揺れて、これまでに
例がない実大RC橋脚のせん断破壊、曲げ破壊のデータ・映像を捉えることに成功しました。実験で得られ
たデータは、研究者に提供され、橋梁の耐震設計や学術的研究への利活用が期待されます。

橋脚試験体図面

鉄骨造建物実験研究 (自体研究)
地震災害の軽減をめざし 安心 安全な国づくりを実現するためには 般的な建築構造物の30%強を占める鉄骨造建物の耐震性能の向上は

橋脚試験体 段落し部せん断破壊（旧橋脚） 基部曲げ破壊（現在）基部曲げ破壊（旧橋脚）

地震災害の軽減をめざし、安心・安全な国づくりを実現するためには、一般的な建築構造物の30%強を占める鉄骨造建物の耐震性能の向上は

必要不可欠です。防災科学技術研究所では、鉄骨造建物を対象に、2005年度から5ヶ年の計画で、「鉄骨造建物実験研究」を実施中です。

完全崩壊再現実験

現在の耐震設計基準に従って設計・施工された既存の鉄骨造

建物の耐震性能を確認するため、実大の4階建て試験体の加振

実験を実施しました。試験体に非構造部材を組み込むことによっ

て、それらが構造部材へ与える影響や、機能性に対する損傷の程

度を、把握します。

制振・免震検証実験

現在、高層建物を中心に普及が
進んでいる、制振・免震構造は、未
だ巨大地震に遭遇していません。
大地震時における、その本当の構
造性能を、実大震動台実験によっ
て検証します実験では、設計レベルを超える地震動としてJR鷹取波100％の

加振を行いました。その結果、試験体1層柱の上下に局部座屈が

生じて柱が大きく傾き、建物の鉛直支持能力が失われる層崩壊を、

再現することができました。

汎用テストベッドシステム

て検証します。
制振装置(ダンパー)は、4種類を

順次使用し、中小地震から大地震
時までの応答の違いを確認します。
実験結果は実務者・研究者に提供
され、耐震設計や学術的研究への
利活用が期待されます。 制振5層鉄骨試験体

値 動 プ 自体

実大4層鉄骨試験体

崩壊した試験体1階部分 新しい耐震構造システムを開発す
るには、様々な種類の試験体を簡
便かつ安価に実験できることが必要
です。現在、E-ディフェンスの震動台

用に、汎用テストベッドと呼ばれる、
試験体に質量と剛性を付与する、新
しい実験システムを製作中です。

局部座屈した試験体1階柱

数値震動台研究プロジェクト (自体研究)

E－ディフェンスによる実験の高精度解析

等を目的とした、スーパーコンピュータによ
る構造物の耐震シミュレーション計算シス
テム「数値震動台(E－Simulator)」の開発
を進めています。

超大規模数値解析手法を組み込んだプ
ロトタイプのE Si l t の開発を行い

4層完成予想図

左：31階鉄骨造
超高層ビルの
モデル

右：31階鉄骨造
超高層ビルの
接合部ディテール

ロトタイプのE-Simulatorの開発を行い、
31階鉄骨造超高層ビルの地震時動的応
答計算を実施し、詳細かつ高精度の 崩壊

挙動シミュレーションが可能であることを確
認しました

兵庫耐震工学研究センター
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E-ディフェンスを活用した耐震工学研究（その２）
E-ディフェンスE-ディフェンス

伝統的木造軸組構法の耐震性能検証に関する実験 (共同研究)
(財)日本住宅・木材技術センターと共同で伝

統的木造軸組構法の実大住宅2棟（A棟、B棟）
の性能検証震動台実験を実施しました。
伝統的木造軸組構法 建物は れま伝統的木造軸組構法の建物は、これまで一

般的に技術の伝承としての仕様に基づき建設
されてきましたが、このような建物に対して構
造的な安全の検証が求められています。本研
究では、伝統的木造軸組構法住宅の設計法を
新たに開発し改正建築基準法に基づく当該建
物の審査に係る環境を整備することにより、こ
れらの建築物の円滑な建築に資することを目
的としております。
実験では、(財)日本建築センターが作成した

伝統木造試験体 (A棟) 伝統木造試験体1階平面図 (B棟)

大振幅を生じる地震時高層建物の室内安全と機能に関する実験研究 (共同研究)

BCJ-L2波、1995年兵庫県南部地震において
神戸市内で観測された記録波などを用い、建
築基準法で想定される程度の地震力および想
定以上の地震力に対する建物の応答などを計
測しました。両棟とも建物の柱にひび割れ、1
階の土壁が脱落するなどの被害が見られまし
た。実験で得られたデータは現在、研究者・実
務者によって解析を行っています。

実験後のB棟1階土壁施工中のB棟1階 実験前のA棟1階

大振幅を生じる地震時高層建物の室内安全と機能に関する実験研究 (共同研究)
本実験は、兵庫県との共同研究として企画されています。実験は、

E-ディフェンス震動台上で高層建物の揺れを再現するもので、再現手

法の構築そのものが重要な研究課題です。テーマは、家具・什器など

の転倒・飛散によって室内外で起こりうる危険現象の把握と対策とい

う、社会一般に密接した内容であり、速やかな社会還元体制が必要と

されます。

E-ディフェンス震動台の限界を超える応答を再現するために、本実

験 は震動台と 層 鋼構造架構 ある上部構造物 間に増幅シ

�� �����ス ����機

�� ��ン� ���ン �室験では震動台と5層の鋼構造架構である上部構造物の間に増幅シス

テムを組み込みました。再現した大振幅の床応答によって、各室内は

写真に示すような重大な被害を受けました。

�� ��ン� ���ン �室

�� ���� ���法��実験

防災科学技術研究所
共同研究

E-ディフェンスを活用

設置
審議
助言

兵庫耐震工学

研究センター

研究

委託
協力
依頼

兵庫県

他研究機関・民間によるE-ディフェンス活用 (共同研究・施設貸与実験)

�� ������間

神戸大学

E ディフェンスを活用

した減災対策推進委員会
E-ディフェンス

(実大三次元震動破壊実験施設) 

兵庫県建築士会等県下の機関共同研究体制
試験体各層の仕様と被害

E-ディフェンスは世界一の性能と規模を持ち、世界の耐震

工学関係者から注目を集めています。日本国内に限らず、
ヨーロッパ、北米の研究機関からも利用申し込みが有り、すで
に共同研究として実験を実施しました。イタリアのIVALSA(イ
タリア国立樹木・木材研究所)との共同研究では、木造7階建
ての試験体に2007年新潟県中越沖地震の地震波を入力し、
E-ディフェンスの性能と耐震工学における有用性を広く世界
に発信しました。2009年度には、アメリカの研究組織NEESと
の共同研究の一環として、鉄骨造・橋梁研究と共に木造研究
としてNEESWoodプロジェクトが実施される予定です。

上下：民間企業への施設貸与

としてNEESWoodプロジェクトが実施される予定です。
E-ディフェンスの利用は研究機関だけに限定されず、民間

企業に対しても積極的に施設貸与を行っています。これまで、
複数の企業が、自社製品の品質確認や想定外の地震を受け
た場合の挙動把握のために、E-ディフェンスによる実験を行
いました。 木造7階建て実験（イタリアIVALSAとの共同研究）

兵庫耐震工学研究センター
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火山災害による被害の軽減

　火山との共生を目指して
私たちの住む日本には北海道から九州に
かけて、実に100ヶ所以上もの火山が分布
しています。また、世界にも活発な火山がた
くさんあります。最近では2000年有珠山・三
宅島噴火、富士山の低周波地震活動の活
発化、2004,2009年浅間山の噴火がありま
した。古代から現在に至るまで、火山はその
活動によって人間社会に大きな影響を与え
てきました。

火山との共生を目指して
私たちの住む日本には北海道から九州に
かけて、実に100ヶ所以上もの火山が分布
しています。また、世界にも活発な火山がた
くさんあります。最近では2000年有珠山・三
宅島噴火、富士山の低周波地震活動の活
発化、2004,2009年浅間山の噴火がありま
した。古代から現在に至るまで、火山はその
活動によって人間社会に大きな影響を与え
てきました。

火山防災研究部
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?

　マグマの上昇
6月26日午後6時半頃～9時頃

マグマの西への移動
6月26日午後9時頃～

6月27日朝，海底噴火

マグマだまり

EW

NS

20 μrad

午後6時半頃　地震活動始まる

2000年6月26日

North, East Down

午後6時午前0時午後4時

EW

NS

MKT

MKA

6月27日

ボアホール式
地震計・傾斜計

マグマだまり

マグマの上昇

地震や地殻変動の発生

火山活動観測網の位置 火山観測施設

火山

2000年三宅島噴火活動時のマグマの動き

火山観測施設には，地震を観測するため

の地震計，地殻変動を観測するための傾

斜計・GPSアンテナなどが設置されてい

ます。これらの観測装置によって噴火前

の地下のマグマの動きによる微弱な変化

を高感度で観測することができます。観

測データは，リアルタイムで防災科研に

伝送され，火山噴火の仕組みを明らかに

するための研究に利用されると同時に防

災のための観測情報としても利用されて

います。

2000年6月26日に始まった三宅島

噴火活動では地震活動と同時に地

下のマグマの動きによる傾斜変動

が傾斜計によってとらえられまし

た（左図）。観測データを解析す

ることによって当時のマグマの動

きを明らかにすることに成功しま

した(右図)。

富士第６火山観測施設

　左は富士山が噴火した場合、いつ頃、どの地域に溶岩が流れ
るかを予測し、分かりやすい図にしたものです。御殿場市が作成
した富士山火山防災マップ(下)にも活用され、実際に噴火が起き
た時の避難計画作成にも役立てられています。

　火砕流は、溶岩の砕けた岩塊が火山ガスや空気などの
ガス成分と混ざり合った状態で、高速で地面に沿って流
れ広がる現象です。 1991年から1995年にかけて長崎県
の雲仙普賢岳でも発生して、大きな被害をもたらしまし
た。私達は、そのような火砕流についても、その運動の
特徴を理解するために、コンピュータシミュレーション
に取り組んでいます。左はスーパーコンピュータによる
計算で得られた結果を、分かりやすく表示した一例です。

火山観測と火山現象の数値シミュレーション

富士山・三宅島・伊豆大島・硫黄島・那須岳等で地震・地殻変動観測を
中心とした火山活動の観測を行っています。

火山災害を効果的に軽減できるように、溶岩流や火砕流の範囲や程度を予測する
プログラムを開発し、スーパーコンピュータでシミュレーションを行っています。

火山防災研究部
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航空機搭載型画像分光装置による火山観測
航空機によるリモートセンシングは、航空機の機動力を生かし、緊急に災害現場の情報を計測できるため、災害監視・状況把握手法とし
て有益です。防災科研では、火山体の表面温度や降灰分布を、画像としてリモートセンシングできる独自の航空機搭載型画像分光装置を
開発し、火山観測を行っています。

　独自に開発した航空機搭載型画像分光装置を用い、火山の表面温度や降灰等の分布を観測しています。
2006年に火山ガス濃度分布も計測できる新装置ARTSが完成し、現在、その性能検証観測を実施中です。衛星
搭載型合成開口レーダ（SAR）を用いた火山観測とその手法の開発も実施しており、最近では火山噴火予知連
絡会の衛星解析グループに参加し、陸域観測技術衛星「だいち」(ALOS)のSAR観測データを用いて、火山活動
に伴う地殻変動についての調査解析で成果を上げています。

リモートセンシング技術による火山活動の把握

防災科研の航空機搭載型画像分光装置

[2号機：ARTS] 
2006年開発｡ 420波長を計測し、地
表面温度分布、降灰分布、ガス濃
度分布を観測｡最高空間分解能：
0.35m(可視)、0.85m（近赤外、赤外）

[1号機：VAM-90A] 
1990年開発｡9波長を計測し、地表
面温度分布、降灰分布を観測｡最
高空間分解能：3m(可視，近赤外)、
1.5m（赤外）
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近赤外線センサ
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可視光センサ
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火山観測の模式図

可
視

・
近

赤
外

線

赤
外

線

飛行測線

装置搭載航空機

ARTSで観測した桜島(2008/4/8)

ARTSで観測した浅間山(2007/4/12・2008/11/14)

観測高度4500m， 2007年4月12日

NN

N

観測高度5500m,2004年10月7日

NN

R/G/B: band4/band3/band2
band4=1.55～1.75μm
band3=0.80～1.10μm
band2=0.61～0.69μm
2005/10/25 12:38
ASL=3600m / VAM-90A

4
可視近赤外（R/G/B = 1020nm/831nm/509nm）

赤外（R/G/B = 10260nm/9243nm/8678nm）

2007年4月12日 13:14
最高温度 391 ℃ （大気補正済み）

放熱率：

4.5MW (8-11.5μmより推定）
放熱率：

39.7MW (8-11.5μmより推定）

2008年11月14日 11:52
最高温度 800℃ （大気補正済み）

800℃ (1001nm)

SO２ガスの可視化・・・LWIR

( )

桜島南岳A火口、昭和火口付近の可視近赤外擬似カラー画像（R/G/B=660nm/565nm/432nm）。位置
の把握のために、国土地理院発行25000分の1地形図の等高線を重ねて表示。矢印で示した白色に発
色した部分が火砕物の流下跡と思われる。流下跡の長さは約1.2km、幅200mである。

300m

N

300m300m

NN

火砕物流下跡

火砕物の流下跡・・・VNIR

桜島南岳A火口、昭和火口付近の赤外擬似カラー画像（R/G/B = 10260nm/9243nm/8678nm）。 SO2ガス
の赤外吸収帯は8670nm付近に存在するため、黄色に発色した部分（上図の赤枠内等）がSO2ガスの存

在を示唆する。

ALOSが捉えた小笠原硫黄島の火山活動活発化に伴う地殻変動の時間推移

JERS-1が捉えたキラウエア・ハワイの火山活動に伴う地殻変動
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左下図の赤破線に示す面（実線は上端）にダ
イクが貫入したと仮定し、ダイクの貫入分布を
推定すると、地表近くまでマグマが上昇してい
たことがわかった。

プウ・オ・オ火口周辺の地殻変動

火口周辺で収縮するパターンが見
られる。これは、溶岩の噴出によっ
て地下のマグマの体積が減少した
ことによると推測される。また、溶
岩流の領域においては、干渉性の
劣化が見られる。

ダイク貫入に伴う地殻変動

マカオプヒ・クレータ周辺に
顕著な地殻変動パターンが
見られる。この周辺では、こ
の期間に群発地震が発生
している（黄色丸はANSSに
よる震央）。

1992年10月20日～1993年3月1日の地殻変動

マカオプヒ・クレーター周辺 プウ・オ・オ火口周辺

プウ・オ・オ火口

2006年10月30日-2006年12月15日 2006年10月30日-2006年12月15日 2006年10月30日-2006年12月15日

PAlSARのSAR干渉法により得られた隆起（おおよそ上下成分）

地殻変動から推測されるマグマの動き

静穏期 比較的深部の膨張源 ブロック上の隆起 北・東海岸の継続的隆起

衛星搭載型合成開口レーダによる火山観測
合成開口レーダ（SAR）は、人工衛星から照射したマイクロ波の地表からの散乱波を観測し，地表面の画像を得るセンサです。さらに、
２回の観測で得られた２枚のSAR画像を詳しく解析することにより、火山活動によって生じたcmレベルの地殻変動を干渉縞として見る
ことが出来ます。この手法はSAR干渉法と呼ばれており、マグマの動きを把握する有効な手法として用いられています。

SAR干渉法に関する観測幾何

SAR 衛星

１
回

目
の

観
測

２
回

目
の

観
測

衛
星

ー
地

表
間

の
距

離
変

化

地殻変動

日本のSAR搭載衛星

打ち上げ：

　1992/2/11

運用停止：

　1998/10/12

搭載 SAR：

　L-band（波長 23.5cm）

打ち上げ：

　2006/１/24

　（現在運用中）

 
搭載 SAR：

　L-band（波長 23.6cm）

JERS-1

（ふよう１号）

ALOS

（だいち）

干渉画像

地殻変動

火山防災研究部
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リアルタイム浸水被害危険度予測
（あめリスク・ナウ）

大きな被害が起こる都市水害に対して、少しでも早く、住民の方々が周辺の浸水状況を把握し、
被害軽減行動が取れるような、きめ細かな情報提供が必要です。この研究では、最先端のＭＰ
レーダ雨量情報を用いた、リアルタイムの浸水被害危険度予測システム（あめリスク・ナウ）の開発
を行っています。１０ｍ×１０ｍ格子の分解能で、１０分毎に、１時間先までの浸水被害危険度予測
を目標としています。

リアルタイム浸水被害危険度予測の概要

相互運用型Web-GIS情報提供システム

浸水被害危険度予測結果を
リアルタイムで住民一人一人
に届けるため、相互運用型
Web-GISサーバ“あめリスク・ナ
ウ”を構築しました。このシステ
ムは背景図として、他機関が
管理、公開する都市計画図、
防災マップ等の各種地図情報
（ＷＭＳ）を取り込み、浸水被害
危険度予測結果と重ねて表示
することができます。これらは
自治体の防災活動や浸水危険
箇所の広報活動に活かされて
います。

２００８年７月２８日局地豪雨による神
戸市灘区都賀川水難事故、５名死亡
（神戸市建設局ＨＰより引用）

２００５年９月豪雨災害（東京都中野区の妙正寺川、中野区ＨＰより引用）

水・土砂防災研究部 中根和郎・松浦玲子・加藤敦・大楽浩司・清水慎吾
防災システム研究センター 長坂俊成・臼田裕一郎

リアルタイム雨量予測

浸水深予測モデル

��レーダネットワーク

ＭＰレーダ�雨情報

道路浸水深の簡易自動観測システム

１時間先までの�時間
�水予測

��

��I�の���S�モデル分�型タンクモデル 藤沢市南部試験地

東京都品川区五反田周辺試験地 横浜市西区戸部周辺試験地

浸水被害危険度予測と��リアルタイム浸水被害危険度予測

防災�研

藤沢市

インターネット

協力：藤沢災害救援ボランティアネットワーク

市民参加型地図ブ
ログとの相互運用

道路浸水深の自動観測およびリアルタイム情報提供

道路浸水深
の自動観測

インターネットお
よび��メール
による情報提供

神奈川県藤沢市湘南台１の道路浸水
深観測結果(2008年8月10日～11日）

市街地が氾濫した時の浸水深
の時間変化観測データはほとん
どなく、その実態は分からないの
が実状です。そこで、どこでも簡
易に設置でき、長期間の自動計
測が可能な道路浸水深計を開発
した（特許申請中）。浸水深の観
測データは道路管理者や下水道
計画担当者にとって貴重な情報
であることから、“あめリスク・ナ
ウ”により、リアルタイムで情報提
供すると共に、各観測地点の浸
水深がある閾値を越えた時に、
メールで防災担当者に知らせる
ようになっています。

急激に変化する都市水害を予測
するため、高精度、高分解能なＭＰ
レーダ雨量情報をリアルタイムに取
得し、いつ，どこが，どの程度、浸水
して危険になるのかを１０分毎に、１
時間先まで、１０ｍ格子の高分解能
で予測し、それらを住民へ迅速に提
供する研究を行っています。
このシステムは(1)500m格子の雨

量情報を用いた河川流量および排
水路網マンホールへの雨水流入量
計算、(2)道路網と雨水排水路網を
一体化した１次元ネットワーク水理
モデル（ＤＨＩのＭＯＵＳＥ）による道
路各地点の浸水深計算、(3)下水道
区域を対象とした１０ｍ格子の浸水
被害危険度予測、および(4)相互運
用型Web-GISサーバからなっていま
す。
現在、藤沢市南部、品川区五反田

周辺および横浜市西区戸部周辺で
実用化に向けた試験を行っていま
す。
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大型斜面模型を用いた大型斜面模型を用いた大型斜面模型を用いた大型斜面模型を用いた
���の崩壊実験とそのシミ レ シ ン���の崩壊実験とそのシミュレーション���の崩壊実験とそのシミュレーション���の崩壊実験とそのシミュレ ション

���に ������に ������に ���
定量的な危険度評価を��ため 大型模型による��� 崩壊実��的な����（�リラ��）：そ�の�は大���� 定量的な危険度評価を��ため，大型模型による���の崩壊実��的な����（�リラ��）：そ�の�は大���� 定量的な危険度評価を��ため，大型模型による���の崩壊実

験を用いて��的��を��た その結果 用いた解析手法によ�
ー＞崩壊は��るの��(��でに��験の�� ＞模型実験で)

験を用いて��的��を��た．その結果，用いた解析手法によ�
ー＞崩壊は��るの��(��でに��験の��ー＞模型実験で)

て 崩壊メ�ニ��を定性的に�現できる�とがわ��た
ー＞�の�度危険なの�！（ー＞メ�ニ��を考慮してシミュレーション）

て，崩壊メ�ニ��を定性的に�現できる�とがわ��た．
＞�の�度危険なの�！（ー＞メ�ニ��を考慮してシミュレーション）

1 い�崩壊するの��（崩壊��） 崩壊メ�ニ��の���� 大き���に�けて��を��た1� い�崩壊するの��（崩壊��） 崩壊メ�ニ��の����，大き���に�けて��を��た．

2 ���で�（����） � い�� ������解析���（��）2� ���で�（����） �．い�� � ����解析���（��）

�リラ�� ２ ���で���大��解析（�）�リラ�� How much is the ２ ���で��� 定量的および合理的な斜面危険度評価を可能にするシミ レ シ ン技術
２．���で�� 大��解析（�）

possibility?２．���で��� 定量的および合理的な斜面危険度評価を可能にするシミュレーション技術

��で崩壊した事例 の構築に向けて 次の課題をいずれも解決する必要がある*リ�ルタ�� ��で崩壊した事例 の構築に向けて，次の課題をいずれも解決する必要がある．
★課題（シミ レ シ ン技術）

リ�ルタ��
��ー�評価 ★課題（シミュレーション技術）：�� �評価

*リス�評価
・目的とする現象に合わせた適切な解析手法の選択

*リス�評価
*性能設�

��大����

目的とする現象に合わせた適切な解析手法の選択
力学浸透パラメ タの合理的な決め方（不飽和土の力学特性等）

*性能設�

��大����

E
・力学浸透パラメータの合理的な決め方（不飽和土の力学特性等）

デ び
・��Escape
Strengthen ・解析手法を考慮した地盤のモデル化および地盤物性の合理的な決め方
・��

�化Strengthen
Insurance

解析手法を考慮した地盤の デル化および地盤物性の合理的な決め方
・斜面モニタリング情報の活用

・�化
保険

H  t   d  

Insurance

� い 崩壊�
・斜面モニタリング情報の活用

★課題（大型模型実験）
・保険

How to reduce 
the damage?�．い�崩壊� ★課題（大型模型実験）：the damage?い 崩壊 課 模 実

・数値解析結果の精度評価を可能にする“実験精度を保証できる”大型
�2� ���いす��

��崩壊���
・数値解析結果の精度評価を可能にする 実験精度を保証できる 大型

模型実験の実施およびその実現に向けた実験施設の整備とIT化�2�．���いす�� 模型実験の実施およびその実現に向けた実験施設の整備とIT化
・「大規模模型実験における標準崩壊実験事例データベース」の構築斜面の危険度を定量的および合理的に評価する手法の��が必要 「大規模模型実験における標準崩壊実験事例デ タベ ス」の構築斜面の危険度を定量的および合理的に評価する手法の��が必要

������に������ ����������������に������ ����������

� 斜 �大型��実験施設 � ��による斜面����•大型��実験施設 26m �．��による斜面����大型��実験施設

��解析（�力��解析�浸透�解析）��解析（�力��解析�浸透�解析）
���� 1 �度��50m 75m �����1��度��50m 75m
���(�����後) ���(��15��後) �位量（1c�）�位量（1c�）���( �後)

砂1 2 厚 ���度1�������
���(��15��後)

砂1 2 厚 ���度1�� ��

�位量（1c�）�位量（1c�）

砂1�2�厚，���度1������� 砂1�2�厚，���度1�������
� ��

現�2������ ��施設�� ��施設 （地���昇し�め） （崩壊��）
����

現�2������ ��施設�� ��施設 （崩壊��）

実験�要
�� 浸透�

•実験�要
���浸透�

実験�要
�盤��で�盤��で

��が�� 地��位�昇とともに��が����° ��°
地��位�昇とともに

���大���大

���浸透による��の������5�
実験1(b)→1(c)を�現できている幅 ���要 ���浸透による��の�� 実験1(b)→1(c)を�現できている幅��

1 2m

���要

���後 X解析 デル
��°����

1.2m

���後 ����（������������）���厚�1�2�
BBBBBBBBXXXXXXX

XXXXXXXX
XXXXX解析モデル

��°���� �������（ADR） ����（ ����� �����） ��

・���� ・���に��������� ・����（����） BBBBBBBBBB

メ�シュ数：1�2�����
�� ����

�������
� ������ ・���� ・���に��������� ・����（����）

����������� （ �����に����（���）���） BBBBBBBBBB

��：�定���
30°��

��������

模型実験���要 ・����������� （ �����に����（���）���）
BXXXXXX
XXXXXXXX
XXXXXX

B B B B B B B B B BBBBBBBBBBBBBBBBBBB

解析結果����
��°����

30 ��

��による斜面����

模型実験���要

1����・����������������
BXXXXXX B B B B B B B B B BBBBB 解析結果����

� ��による斜面���� 1��������������������

���浸透による�� ２ 崩壊メ� ���．��による斜面�������浸透による�� ２．崩壊メ�ニ��（��解析）
����浸透� ��浸透��大

２．崩壊メ� ��（��解析）
����浸透�

(T������)
��浸透��大 �位量（1c�）�位量（1c�）���� 1 �度�� ���� ２ �度��(T �����)

��浸透によ�飽和度

�����1��度��

���(� 15��後) ���(� 12��後)

�����２ �度��

��浸透によ�飽和度 ���(��15��後) ���(��12��後)
 6.000が�昇 砂1�2�厚，���度1������� 砂1�2�厚，���度1����������� ����が�昇． 砂1�2�厚，���度1������� 砂1�2�厚，���度1�������

崩壊土� 崩壊土����� ��°���� ��°����

b 崩壊2���
 4.000

崩壊土� 崩壊土����� �� ���� �� ����

す��線す��線
b�崩壊2��� ���

す��線す �線

(T���15�)
���

��浸透が�盤に�し
地��位�昇  2.000

��浸透が�盤に�し，
地��位が�昇

地��位 昇
し�める �崩壊�後

地��位が�昇
地��位 地��位��° ��°し�める �崩壊�後地��位 地��位�� ��

� 1 飽和型崩壊 � 2 不飽和型崩壊�（�度���浸����1：飽和型崩壊 (地��が�な要�)

ぼ
����2：不飽和型崩壊�（�度���浸

c 崩壊�� 「実験2す��線」と��→実験結果と�ぼ�� 透�模型実験との��が必要）c�崩壊��
(T��515�) ��大

課題 “解析的な崩壊”と“実験での崩壊”を��するのが�しい （�間の��）(T��515�)

地��位

��大
課題：・ 解析的な崩壊 と 実験での崩壊 を��するのが�しい．（�間の��）

飽和型� 飽和型崩壊 ��を �する�準 ��が�地��位
��に�昇

地��位が��に� ・飽和型�不飽和型崩壊の��を，��する�準の��が�しい．
��に�昇

地��位が��に�
昇し 崩壊に�る 不飽和型を実験で�現するのが�しい．←��浸透の��が大きい�

� ������
昇し，崩壊に�る． 不飽和型を実験で�現するのが�しい． ��浸透の��が大きい�

斜面��は，地��位の� � ������斜 � ，
昇によ�て���れる

�．������
昇によ�て���れる．

���解析（個�要�法(���) 不����法（���）�）２ 崩壊メ�ニ�� ���解析（個�要�法(���)�不����法（���）�）２．崩壊メ�ニ��
��方�� ��き��するため

C  1 i iti l t t   d  il
Unsaturated zone解析モデル ・��方��に��き��するため，

Case 1 initial state:  dry soil
Rainfall intensity: 100mm/hr

解析 デ
11�2個の���要� 大��解析向き．y

0-8515sec (238mm)
個の���要�

���間���間斜面崩壊メ�ニ��
大��解析向き．

・パラメータを合理的に決める手法
�����

���間���間斜面崩壊メ�ニ��
��浸透が�盤に��し 地��位

パラメ タを合理的に決める手法
を��する必要がある

�����

Saturated zone

��浸透が�盤に��し，地��位
が�昇しは�めて���あ��で崩壊

を��する必要がある．
� ��は�後 課題

Saturated zone
が�昇しは�めて���あ��で崩壊． ・�の��は�後の課題
その�の，す��線は地��位線以

崩壊後2� 崩壊土�

そ ，す 線 線
�である�と�� 「飽和型崩壊」a 崩壊後2� 崩壊土��である�と��，「飽和型崩壊」
であると考��れる�崩壊�後 ���後

a b c

崩壊土�����

であると考��れる．�崩壊�後
�崩壊�後

���後
崩壊土����� �崩壊�後

す��線 ���す��線 ���

崩壊後4
��°����

後
崩壊後4�

��崩壊後の���� 崩壊土�� ������
��崩壊後の�����．������

�崩壊�後
1�

�崩壊�後�ｓ： 1��ｓ：
斜面�(��°)で崩壊が��

崩壊後��
斜面�(�� )で崩壊が��
土�として��しは�める

2�

崩壊後��
崩壊土�

���後
土�として��しは�める．

2� ���後2～4ｓ間：
���

間
���間にある土砂が 斜面�

��
���間にある土砂が，斜面�

���してきた崩壊土�によ�� ��

後

���してきた崩壊土�によ��
� ��れ ���れる 崩壊後������れ，���れる．

4� ���後5ｓ： ���後
���間で土砂に������ 崩壊土�

��

5 ��後の��を��に�て�よ�
���間で土砂に������

特�： ���

崩壊土�

5� ���後 ��後の��を��に�て�よ�特�：
崩壊土�����の土砂が��とな�

���

��シミ レ シ ン(���)

���後崩壊土�����の土砂が �とな�，
規模が大き�な���する ��シミュレーション(���)規模が大き�な���する

・定性的には����を��できる．���間 ���間 ��°斜面�間 定性的には����を��できる．���間 ���間 斜面�間

水 ������� ����水・������� ����水 ������ ����
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地球温暖化時の台風活動度と沿岸災害への影響

2004年には10個もの台風が日本に上陸し、各地で甚大な被害を被りました。特に、9月の台風18号に伴
う国内の損害保険会社による支払額は3823億円にも上りました。また、2005年8月にアメリカ南部を襲っ
た巨大ハリケーン・カトリーナは、1000人以上の死者を含む甚大な浸水被害をもたらしました。これまで安全
であった地域においても、地球温暖化などに伴う海面上昇や台風強度の増加、施設の老朽化や海岸侵食
などにより、災害を被る危険性が増すことが懸念されています。人口が集中する沿岸域での今後の津波・高
潮・高波・異常潮位などの災害に対する脆弱性を示す沿岸災害危険度マップの作成を進めています。

将来の海岸線と沿岸災害に対する脆弱性

温暖化時の台風

これらの結果を踏まえて、
１）沿岸災害による浸水予測のベースラインとなる海岸線標高（最

高水面）を、各地域ごとに、海面変動、地殻変動傾向を考慮し
2050年までの予測を行い、
２）影響を受ける人口、重要構造物の位置を示し、
３）過去に起こった沿岸災害事例を表示する

機能を付けたものが、現在公開している沿岸災害危険度マップです
（http://engan.bosai.go.jp/engan/index.htm）。

2004年台風16号による高松の
浸水地域（右図)は、作成したMAPの
海岸線標高以下（クリーム色）
海岸から標高1m（モスグリーン）
海岸線から標高2m（薄茶）

の地域（上図)と一致

�線�現�の海岸線、�線�2050年の海岸線、
クリーム色�防潮�がなければすでに海面下の地域

2004年台風16号の浸水被害への�応例

高潮などが満潮時に起きるのか、干潮
時に起きるのかにより被害は大きく異な
ります。最悪のケースを想定するために、
沿岸災害危険度マップにおいては、
2000年での東京（日本水準原点）にお
ける平均水面標高を基準とし、以下で示
される最高水面を海岸線としています。

海岸線�平均水面�
�要4分潮の�の１/２

�最高水面

-15

-10

-5

0
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15

20

1 8 15 22 29 36 43 50 57 64 71

mm/y

絶対潮位変動傾向

上限95%*1000

観測基準面変動傾向-kato(GSI)

95％信頼限界

オホーツク海 太平洋 瀬戸内海 太平洋 東シナ海 日本海

地殻変動の影響を�去した日本周辺の
過去約３０年における水位変動傾向。

しかし、平均水面は一定ではありません。
例えば、伊豆半島の伊東では、過去数十
年にわたり平均水面の低下が見られまし
たが、大部分は地殻変動によるものです。
このように、各地域の平均水面は、地殻
変動の他に、海水の熱膨張、海流の変
動などにより変わります。
過去約３０年の解析では、日本水準原

点を不動として、地殻変動以外の要因に
より、西日本の海面は2.4mm/年の上昇、
東日本では3.1mm/年の下降傾向が見
られました。

各�の高潮被害の���数
（1951年�200�年）

沿岸災害への温暖化の影響
・2004年の台風16号に伴う高潮被害を例に温暖化時の沿岸災害を評価。
・温暖化時の海面水温は日本の南海上で約4度高くなるため、台風の強風域
での風速が2割程度増加。これは風応力に換算すると4割程度の増加になり、
その結果、最大で50�m程度の高潮の増加。
・一方、観測値の海面水位変動と海面水温の関係式に基づき、温暖化時の
海面水温を使って瀬戸内海・四国周辺海域の将来の海面水位の変化を見積
もると約11��海面が上昇。

高松で観測された高潮（�）、
�現��（�）、温暖化した
��（�）の潮位��

瀬戸内海・四国周辺海域
の将来の海面水位の変化

はじめに

2004年16号台風の風速の�現結果
と温暖化時の結果

2004年16号台風による高潮の�現結果
と温暖化時の結果

東京�

現状では海岸線より上であるが
2050年には海面下となる地域

水・土砂防災研究部 栢原孝浩、飯塚聡、下川信也

温暖化に伴う台風の活動度の変化を大気モデル実験により推定した結果、
・発生位置に変化
・強度は増加
する傾向が見られました。

台風の��数�観測値 現在�現��

�大����風�������
���

温暖化�の���温の増加�

温暖化��と現在
�現��との�

��の���温��

現在�現�� 温暖化��と現在
�現��との�
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雪氷災害発生雪氷災害発生予測シ��ムの開発予測シ��ムの開発

雪氷災害を予測するためには、降り積もった積雪の内部構造を精度
良く予測する必要があります。防災科研では、積雪内部の時間変化を
シミュレートする積雪モデルの開発／改良に取り組んでいます。このた
めに必要な野外観測や低温室実験などを行い、雪の強さ（せん断強度）
や積雪内部の水の挙動などを調べています。

降雪の予測

　 降雪を含む気象要素の空間分布を精度良く予測することは、雪氷
災害の発生を予測する上で大変重要です。防災科研では、空間分
解能1kmで気象要素を予測するために、地域気象モデルの改良に
取り組んでいます。このために必要なドップラーレーダーによる降雪
分布や降雪粒子自動観測装置による降雪種の観測、中山間地にお
ける気象観測なども行っています。

　毎年のように起こる雪や氷による災害(雪氷災害といいます)は、雪国の安全・安心を脅かしています。

防災科学技術研究所では、災害の発生予測情報により、雪氷災害の防止と被害の軽減を目指しています。

そのために、降雪、積雪、雪氷災害に関する観測、実験、モデル研究を行い、それらを基に雪氷災害発生

予測システムの開発・改良を行っています。

降雪モデルで予測さ
れた地上降雪量 （１
時間積算値）

レーダーレーダー モデルモデル

“Lモード”の降雪�の比較例

2006年12月28日9時��

レーダー観測による高度1500m
の降雪強度分布 （瞬間値)

地域気象モデルの検証

降雪モデルで予測された
地上降雪量
（１時間積算値）

雪�の構造
　　降水強度
　　形状因子

雪�の構造
　　降水強度
　　形状因子

ドップラーレーダー による降雪分布
観測

検証デー�の取�

降雪粒子観測施設における降雪粒
子検証観測

積雪の予測

低温室実験野外観測

積雪内部構造を知るための積雪断面
観測

人工的に作った雪のせん断強
度測定実験

積雪の不飽和透水係数（水
の流れやすさ）の測定実験

積雪モデルの検証

新雪 しまり雪 ざらめ雪こしまり雪新雪 しまり雪 ざらめ雪こしまり雪

積
雪

深
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m
)
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積
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観測 計算 観測 計算

新潟県津南町の積雪内部構造の計算例(平成18年豪雪の冬)
モデルの改良

モデルの改良

気
象
条
件

積雪条件気象条件
雪氷災害の予測

　　積雪モデルの計算結果をもとに雪崩を
予測するモデルを開発／改良しています。
また、雪崩の原因の一つである稜線の雪庇
（せっぴ）やその風下の吹き溜まりの形成過
程のモデル化に向けて観測を行っています。

地上型３Dﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅによって測定された雪庇

積雪モデルで計算された雪崩危険度の時間変化

危険 安全

深
さ

　
(c

m
)

雪崩発生

秋田県乳頭温泉雪崩

吹雪モデル

　 吹雪が発生したときの視程の悪化を予測
するモデルを開発しています。また、吹雪の
低温風洞実験や数値解析から、その発生
臨界風速や吹雪粒子の落下速度などを明
らかにしてモデルの改良を行っています。

視程の観測値と予測値の比較(山形県庄内平野)

低温風洞を用いた吹雪の
メカニズムに関する実験

道路雪氷の状態と路面摩擦を予測するモ

デルを作成しています。そのために必要な
観測や低温室内に人工的に圧雪を作り、そ
の変化や摩擦係数と気温などの関係を求
める実験を行っています。

路面状態の予測結果

(山形県 朝日―西川間)

中� 月山
1�8�m

朝日

西川

N

雪氷防災実験棟における
圧雪形成実験

)   (

)      (

●：乾燥　●：濡れ　●：凍結
　●：水べた雪　●：圧雪

雪崩によって流された車 吹雪による視程障害 雪氷路面における交通事故

雪氷防災研����ー

雪崩モデル 道路雪氷モデル
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雪氷��予測システムの試験運用

発生区 堆積区

1km 

計算結果

雪氷ハザードマップ�の開発・�用

積雪・気象ネットワーク・雪氷��の
モ�����と情報公開

新潟県��地方　　
雪崩予測実�箇所

山形県試験運用対象地　　
(吹雪・雪崩・道路雪氷予測)

他、新潟地方気象台　等

新潟県十日町
振興局：4箇所

新潟県長岡振興局・
長岡市：12箇所

国土交通省長岡国道
事所管内：12箇所

(吹雪)�日�高速道路管理：山形
�動�道沿線

(雪崩)山形県最上総合
支庁管理：14箇所

雪崩

斜面監視映像雪崩予測情報

吹雪予測情報(視程) 道路雪氷予測情報

視程(m)

風速10m/s (海上10m高)

風向：西

全国の山地に展開している積雪・気象観測ネットワークの速報値やドップラーレーダー
による降雪情報などをWebサイトや携帯サイトで公開しています。

全国の山地に展開している積雪・気象観測ネットワークの速報値やドップラーレーダー
による降雪情報などをWebサイトや携帯サイトで公開しています。

　吹雪ハザードマップ　　雪崩ハザードマップ　

雪崩発生状況調査や雪崩運動解析モデル
により、雪崩ハザードマップ作成の技術開
発を行っています。

雪崩発生状況調査や雪崩運動解析モデル
により、雪崩ハザードマップ作成の技術開
発を行っています。

吹雪発生発達のモデルとCFDモデルを組み合わせた
高精度3次元吹雪モデルを用いて、吹雪ハザードマッ
プ作成の技術開発を行っています。

吹雪発生発達のモデルとCFDモデルを組み合わせた
高精度3次元吹雪モデルを用いて、吹雪ハザードマッ
プ作成の技術開発を行っています。

融雪ハザードマップ

積雪変質モデルを用いて、融雪ハザード
マップ作成の技術開発を行っています。

積雪変質モデルを用いて、融雪ハザード
マップ作成の技術開発を行っています。

・雪崩//吹雪/道路雪氷
予測情報

・斜面監視映像

・雪崩/吹雪発生

・評価/改良

新潟県��地方試験運用
対象地(雪崩予測)

Webサイトでの公開携帯サイトでの公開

試験運用実�箇所

底面流出量の分布

試験運用の流�

吹雪ハザードマップ（山形県庄内平野）雪崩ハザードマップ（新潟県山古志地域） 融雪ハザードマップ（新潟県秋山郷）

予測システムの実用化に向けて、新潟県と山形県を対象に道路管理者に

雪崩予測情報などを提供する、試験運用を行っています。　

予測システムの実用化に向けて、新潟県と山形県を対象に道路管理者に

雪崩予測情報などを提供する、試験運用を行っています。　

(道路雪氷)国土交通省酒田河川
国道事務所管理：国道112号沿線

������

雪質

積雪��度

0 1 2 3 4 5 6

全国の山地積雪気象観測
ネットワーク

雪氷��発生雪氷��発生予測システムの�用予測システムの�用

URL: http://www.bosai.go.jp/seppyo/

5km 

500m 

雪氷�������ー

QRコード
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■活用実績のまとめ

・雪氷防災実験棟では、右図の様に、毎年30件前後の研究課題
が実施されています。年間の稼働率は、およそ90%です(休日・
定期点検期間を除く)。

・これまでの研究課題・実施機関をまとめると下図の通りです。

雪氷防災実験棟
－ 最先端の降雪環境実験施設を活用した防災研究 －

大型低温室内の実験装置

A B

■利用方法
・雪氷防災実験棟は共同利用施設です。利用方法の詳細は

http://www.bosai.go.jp/seppyo/ に掲載されています。

・お問い合わせは、雪氷防災研究センター新庄支所の運用委
員会事務局(電話 0233-22-7550)へお願いします。

■設置の目的

・雪氷防災実験棟は、寒冷・積雪地域で起こる様々な現象を、室内で再現し実験的に研究することを目的として建設されました。
・天然の雪に近い結晶形の雪を降らす装置を備えた世界唯一の施設です。
・夏でも天然と同様の積雪を作り、制御された環境において、雪氷防災をはじめ雪に関する種々の実験を計画的に実施するこ

とができます。

■主な装置と性能

・降雪装置A(樹枝状結晶、
降雪強度 0～1 mm/時(水換算))

・降雪装置B(氷球、
降雪強度 0～5 mm/時(水換算))

・降雨装置(降雨強度 0～2 mm/時)
・日射装置(日射強度 0～1000 W/m2)
・実験テーブル(寸法 3m×5m、

傾斜角 0～45°)
・風洞装置(測定部寸法 1m×1m×14m、

風速 0～20m/s)
・横風発生装置(風速 0～10m/s)
・低温室内の温度は-30～+25℃の範囲で

調節可能

■これまでの研究例

信号機の着雪対策に
関する実験

雪崩発生予測のための
積雪剪断強度の測定

吹雪の発生・発達に関する
風洞実験

 

道路の圧雪の形成条件と
滑りやすさに関する実験

0

5

10

15

20

25

30

35

40

課
題

数

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

年度

受託研究

施設貸与共同研究

自体研究

施設利用

平成９年度～１９年度に雪氷防災実験棟で実施した研究
(共同研究・自体研究・施設貸与・施設利用・受託研究)

実施課題　３１５件

研 究 分 野

雪氷防災

地球科学

利雪

研 究 テ ー マ

吹雪

雪崩

降積雪

建築

着雪氷

その他

実 施 機 関

大学

民間

防災科研
(自体研究)

国公立
研究所

その他

道路雪氷

行政機関
(国・県等)

雪氷防災研究センター
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災害リスク情報プラットフォームの概要

個人や地域が�リスク�を�り、と�に��る�とのできる��を��して

私たちの生活は、地震、津波、噴火、豪雨、地すべり、雪崩などの自然災害の「リスク」と切り離すこと

ができません。そこで、「災害リスク情報プラットフォーム������������」プロジェクトでは、これまで

に培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経験・教訓などの「知」を最大限に活かし、一人ひとり、に培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経験 教訓などの 知」を最大限に活かし、 人ひとり、

そして社会全体の防災力を向上させるためのイノベーションの創出に取り組みます。

自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのためには、専

が 各 害

災害リスク情報プ�ッ���ーム（BOSAI-DRIP）の��

①災害ハザード・リスク評価システムの研究�発

門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自然災害について、こ

れまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、その成果を可視化された「災

害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地震災害を中心に研究開発を行います。

ハザードマップ

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究�発

各種ハザード

�門�

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき

大学

国

自治体

研究機関

企業・NPO

ッ

被害想定

防災政策
・制度

防災サービス

災害記録

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種自然災害リスク評価����
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人��活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス

個人・
地域に

�門�
に�る
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メ���

防災行動

②災害リスク情報活用システムの研究�発�災害リスク情報相互運用環境の研究�発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究�発

�災害���情報相互運用環境の研究�発

地域

テム

地域��活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

地域に
�る

リスク
評価

変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯

一の防災対策を求めるのではなく、自らの状態や価値観、

置かれた環境などに合わせて、それに適した防災 対策

を選択・創造していくことが重要です。そこで、得られ

る「災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特

性に合わせた防災対策を立案し、実行できる サービス

ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実

行を効果的に行うためには、そのために必要な知

識や情報がいつでも得られる環境が必要となりま

す。そして、その知識や情報は一カ所にあるので

はなく、社会を構成する様々な主体が分散して保

持し、管理しています。そこで、その多様な主体

と手法の開発を行います。その第一段階として、まずは

個人一人ひとりと地域コミュニティーの防災対策を中心

に研究開発を行います。

が持つ知識や情報、すなわち「災害リスク情報」

を相互に利用できるような情報環境の研究開発を

行います。

国の����������ーシ�ン25�の�環として

2007年6月1日に閣議決定された長期戦略指針「イノベーション25」には、2025年までを視野に入れ、研究

開発や社会制度の改革など、中長期にわたって取り組むべき政策が示されています。この中で、「災害リスク

情報プラットフォーム」は、早期に社会還元すべき先駆的なプロジェクトとして、「安全・安心な社会」を目

指した「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに、災害対応に役立つ情報通信システムの構

築」することと位置づけられています。

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp
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災害ハザード・リスク評価システム

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価����
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人�け活用システム

専門知
による
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーション
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メタ��

防災行動

自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのた

めには、専門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自

然災害について、これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

�災害���情報相互運用環境の研究開発

地域

個人�け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域�け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に
よる
リスク
評価

防災行動然災害について、これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザ ド評価、リスク評価を行い、

その成果を可視化された「災害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地震

災害を中心に研究開発を行います。

災害ハザード・リスク評価システムの�要

専門的な調査研究に基づいて、詳細で高�度な災害ハザード・リスク情報を作成し、配信するシステムの研究開発

防災対策を立案、実行できる

環境を提供できることを目的と

して、これまでに培われてきた

各種自然災害に関するハザー

ド・リスク情報を、専門知として

配信するシステムを構築してい

各種自然災害���評価����地震ハザード・リスク情報ステーション

� 全国�地震ハザード・リスク情報ステーション
全国を対象とし、地震調査研究の成果の集大成である地震動予測地図を高度化し、
地震リスク評価を実施する。ＷｅｂＧＩＳ等の技術を用いて、地震ハザード・リスク情報、
地下構造データ等の関連情報を網羅的に提供可能な情報ステーションを構築する。

� 全国�自然災害事例��������
全国を対象とし、各種自然災害共通の「災害
が発生したという事実」を「今後も発生しうると
いうリスク」として集約した自然災害事例マップ

を作成・提供する。評価手法高度化の研究 情報提供システムの開発全国を対象とした地震ハザード
評価・リスク評価の実施

地震リスク評価

建物被害

人的被害

各種災害の
記録収集

全国�自然災害事例
マップの作成

……
……

地震ハザード評価

……
……

きます。

特に地震災害に関しては、地

震動予測地図などの地震ハ

ザード情報の高度化や全国レ

ベルでのリスク評価、それら情

報を公開するための地震ハ

� 地域詳細�地震ハザード・リスク情報ステーション（実証実験）
市区町村程度の限られた領域において、詳細な地震ハザード評価を行い、それらデー
タをもとにして、詳細なリスク評価を実施する。これら情報を提供するためのシステムを
開発し、実証実験を行う。

� 地域詳細�自然災害���評価����
地域を限定し、各種災害のリスク評価を実施し、
それら情報を配信（相互運用）する実証実験を
行う。

地域を限定した実証実験 地域を限定した実証実験

災害リスク情報
クリアリングハウス

地�情報等の基�情報整備

人口、建物等
暴露側データ

経済被害等

基礎データの収集整備 地震ハザード・リスク評価 災害リスク評価

活用システムでの相互運用 活用システムでの相互運用

�
用
シ

�
�
運

�
用
シ

�
�
運

……
……

ザードステーションJ-SHISの高

度化に取り組んでいきます。

地震ハザードステーション
(J-SHIS)の高度化

地震ハザード・リスク情報ステーションの構築

ツールの整備
手法の高度化

手法開発、モデル構築から実証実験まで
�
用
シ
ス
�
ム

シ
ス
�
ム
�
�

運
用

シ
ス
�
ム
�
�

運
用

全
国
版
地

ド
・
リ
ス
ク

地下構造

建物、人口

地
域
を
限
定

た
実
証
実
験

ム
�
�
�
�
運
用

災

地
震
ハ
ザ
ー

ク
評
価

基礎情報の収集 ⇒ モデルの構築

地震ハザード

⇒ リスクまで含めた情報の公開

過去にその場所で災害が発生したという事実は、そ

の発生原因を調べる上でも、今後の発生リスクを考

える上でも、非常に重要な情報となります。そこ で、

全国�自然災害事例マップシステムの開発

個別地域を対象として、そこで発生しうる各種自然災

害のハザード・リスクを詳細に評価・提供できるシス

テムの開発を行います。また、地域に発生しう る自

然災害が単独であるとは限らないことを考慮し、この

と「地震 ザ ド ク情報 と

定
し

験

地域詳細�自然災害リスク評価システムの開発

災
�
リ
ス
ク
�
�
ク
リ
�
リ

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

全国で発生した各種災害の災害履歴を今後の災害

対策に活用するために自然災害事例マップを作成し、

わかりやすく提供するシステムを開発します。

システムと「地震ハザード・リスク情報ステーション」と

を合わせ、「災害リスク情報活用システム」 における

マルチハザード・マルチリスクでの防災対策の立案

や実行に資することを目指します。

リ
�
�
ハ
�
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災害リスク情報活用システム

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価ｼｽﾃﾑ
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人向け活用システム

専門知
に�る
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メタD�

防災行動

変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯一の防災対策を求めるのではなく、自ら

の状態や価値観、置かれた環境などに合わせて、それに適した防災対策を選択・創造していくこ

とが重要です。そこで、得られる「災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせ

②災害リスク情報活用システムの研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を 発見し（ クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

③災害ﾘｽｸ情報相互運用環境の研究開発

地域

個人向け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域向け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に

�る
リスク
評価

防災行動

災害リスク情報活用システムの�要

とが重要です。そこで、得られる 災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせ

た防災対策を立案し、実行できるサービスと手法の開発を行います。その第一段階として、まず

は個人一人ひとりと地域コミュニティーの防災対策を中心に研究開発を行います。

一人ひとり、そして地域が、災害リスク情報を活用し、防災対策を立案・実行できる社会を実現するための研究開発

個人・地域の防災対策に必要な
�つの要��

◎��o��ed�e�Data（知識・情報）
→３つの知の可視化と融合

◎�oo�����te���e���ce（道具）
→知を活用できる道具・システム

◎M h d（手法）

防災対策は、それを被りうる

本人（個人や地域）が行わなけ

ればなりません。その際、自ら

の知識だけで行うのではなく、

専門知や経験知を取り込み、

自らの知として新たに創出し、

自然災害

高潮・津波／地震／洪水・浸水／豪雪・雪崩／噴火／土砂崩れ・地すべり／etcの自然現象

経験知専門知
◎Method（手法）

→ﾘｽｸ評価・ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

◎�oc�et�（あるべき社会）
→リスクガバナンスの確立と高度化

地域防災対策システム
「地域防災キット」

・リスクとQOLで考える「将来防災生活設計機能」 ・地域活動を支える「eｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機能」
リ クや資源を空間的に捉える「防災 プ作成機能個協

個人防災対策システム
「��防災」

自らの知として新たに創出し、

自らに適した防災対策を立案・

実行することが重要になります。

経験知
災害に向かう「知」
（ハザードマップ、
緊急地震速報、等）

専門知

災害に対する自らの「知」（地域特性、災害文化、等）

自分知・地域知

○○○さんの�-防災

12:34

・いつでもどこでも携帯で「日常防災行動支援機能」 ・リスクや資源を空間的に捉える「防災マップ作成機能」
・リスクを想定し備えを考える「災害ﾘｽｸｼﾅﾘｵ作成機能」

現在地 水害��

12:34

12:34

個
人
・
地
域
が
自
ら
行
う

と

協
働
型
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ作成
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

ﾘｽｸを加味した
ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

6

① ✉自宅
② ✉自宅～会社
③ ✉会社
④ その他の登録スポット

⑤ ヘルプ
⑥ 問い合わせ

現在地のリスク

その地域の特性に�した その地域��の協働型リスクマネジメント

現在地の水害��

現在地の水害リスクマップ

12:34
う
リ
ス
ク
評
価

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

現在地の
ﾘｽｸﾁｪｯｸ

防災ﾏｯﾌﾟ作成
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

基本情報
判定基準

浸水被害危険度予測システム（「あめリスク・ナウ」）

浸水位・流速予測

他の災害
リスク情報

他の災害
リスク情報

他の災害
リスク情報

行政
（福祉課等）

災害救援
ボランテ ア

ボランティア
コーディネータ

管理画面

○○○-○○
○○-○○○○

護

ボ 要援護者救助
支援システム

相互運用環境

(c) 可能な限り行
動に近い位置で
の意思決定支援

(a) 相互運用環境
の活用

護

ボ

状況の引き継ぎ

災害情報センター

LED表示板付
自動販売機

携帯電話
（メール）

衛星音楽配信端末ラジオ

各種情報メディア局・団
体（コミュニティFM放送
局、衛星音楽配信局、
メール配信会社等）

人工衛星
藤沢市災害対策本部

ふじさわ電縁マップや
地域防災キット

公的インフラ企業

(�)
���

他地域でも
受信可能

えのしま・ふじさわ
ポータルサイトなど

(�) 情報整理・発信

(�) 情報�集 (�) 情報��

災害情報センター 情報発信サイト

災害情報コーディネータ

(�)
���

(�)
���

市町村防災WEB

市町村災害対応
WEBマニュアル

コミュニティFM

地域ポータル

市民記者

庁内防災対策
システム

地域社会

公的機関

市民活動
体

災害ボラ ン
テ ア

市防災WEB

行動と広報
の一体化

地域との
相互運用

クロスメディア

その地域の特性に�した、その地域��の協働型リスクマネジメント

防災訓練 情報整理

要援護者

ボランティア コ ディネ タ
携帯画面 (b) ユーザが設定する

行動支援判定基準 被災市民・災害救援ボランティア

団体 テ ィア

要援護者救助支援と連携体制 地域協働型災害時情報集約・配信 行政とコミュニティ間での防災情報連携 etc.

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

安全点検 情報発信

ｺﾐｭﾆﾃｨﾒﾃﾞｨｱ行政 NPO自主防災組織 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 企業 etc.専門家町内会 社協 教育機関

これらを支え、��し、必要に応じて新たに創出する「災害リスクガバナンス」の確立と高度化37



災害リスク情報相互運用環境

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価�ｽ��
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人�け活用システム

専門知
による
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メ���

防災行動

ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実行を効果的に行うためには、そのために必要な

知識や情報がいつでも得られる環境が必要となります。そして、その知識や情報は一カ所にある

のではなく、社会を構成する様々な主体が分散して保持し、管理しています。そこで、その多様な

�災害リスク情報相互運用環境の研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

�災害�ｽ�情報相互運用環境の研究開発

地域

個人�け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域�け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に
よる

リスク
評価

防災行動

災害リスク情報相互運用環境の�要

のではなく、社会を構成する様々な主体が分散して保持し、管理しています。そこで、その多様な

主体が持つ知識や情報、すなわち 「災害リスク情報」を相互に利用できるような情報環境の研究

開発を行います。

分散して運用管理される災害リスク情報を相互に活用し合える環境の実�に�けた研究開発

防災対策の立案に有効な情報

は、専門的な知見から作成された

ハザード・リスク情報だけではあり

ません。過去の災害の記録、被

害を受けた方の体験談や教訓、

そしてそれらを踏まえた防災制度、

国

自治体
・ハザードマップ
・被害想定

・災害記録

災害ハザード・リスク評価システム

地震ハザード・リスク評価および

……
…………

…………
……

いつどこでどのような
災害が発生したか？

いつどこでどのような
災害が発生しうるか？

ハザード・リスク情報
デー��ース

災害��
デー��ース

サービス、推奨行動など、有用な

情報は多種多様に存在します。こ

れらの情報を「災害リスク情報」と

して、一人ひとりと地域の防災対

策に活かすためには、どのような

状態で整備・管理されていくべき

大学

研究機関

メディア

企業・NPO
・防災政策・制度
・防災ｻｰﾋﾞｽ（保険等）
・防災行動

・被災時体験
・エピソード
・写真

災害リスク情報
クリアリングハウス

震
各種自然災害事例マップ作成に
使用

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

…
…

…
……
…………

……

……
……

体験・エピソード
デ ��

制度・サービス・推奨行動
デ ��

災害リスク情報活用システム

メ���

かについて、仮想的な相互運用

環境を構築して研究開発を行って

います。

地域防災キット上での専門家、行政、地域住民の知の統合活用事例

災害リスク情報相互運用環境の活用事例

専門家 行政と地域住民における�知の相�の��化
専門家の研究活

個人および地域の防災対策立案
時に使用

どのような災害時にどの
ようなことが起きたか？

どのような災害時にどの
ようなことができる（すべ

き）か？

デー��ース デー��ース

地域防災キット
ハザードマップ

相

互

研究機関

エピソード

過去の空中写真が�び�され�動��することで
�在リスクの発見やリスク�の��を�知

専門家・行政と地域住民における�知の相�の��化

…
…

…

大学

動等�の�ィー
ド�ック

空中写真

地域住民

被災経験箇所や
ヒヤリハット

運

用

環

境
行政機関

制度
…等々

……
…………

……

……
……

NPO
…等々

従来の地域防災活動

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

域 民

【推奨行動】

□□になったら、
△△しましょう。

【エピソード】

同じ条件で過去に××と
いうことがありました。

【制度情報】

○○助成制度が
適用になります。

情報に関�するエピソードや制度等を推奨��

行政の防災施策
等�の�ィード
�ック

地域の防災対策�
の��・活用

従来の地域防災活動
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医療防災の研究

医療施設の防災力向上 医療ロジスティクスの研究

防災システム研究�ンター Ｅ�Ｍ 医療防災研究チーム

地震災害時における病院機能低下状況の調査

Ｅ�Ｍ医療防災研究チームでは・・・

大地震時における医療施設の防災力の向上と、傷病者搬送を含むロジスティックスを最適化する医療ロジスティ
クスの研究を行っています。また、災害時における医療・消防・自衛隊・自治体など関係機関の円滑な協働を推
進するために、災害医療関係機関との共同研究を積極的に進めています。これにより災害に強い医療の形成に
寄与し、尊い人命を守り、安全安心な社会の構築、大規模災害による住民の負担軽減に役立てます。

能登半島地震能登半島地震 新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震

＋＋

112ｔ

34ｔ

市水

受水槽

高置水槽

各所へ

＋＋

150ｔ

800ｔ

60ｔ

市水
雑用水槽

受水槽
高置水槽

雑用水

各所へ

平均使用量250ｔ/日
平均使用量80～130ｔ/日

水不足！

有効

実地震災害時には、
病院の被害調査を実
施し、機能低下状況
を調査しています。

例えば、２日間の断
水に対し、上水用受
水槽だけを保有して
いた病院と雑用水タ
ンクを保有していた
病院では、災害対応
に大きな違いが発生
しました。雑用水タン
クの有用性を示した
事例です。

兵庫県の災害拠点
病院の上水と井戸、
雑用水に関する保有
状況を示しています。
この結果を、病院側
の備えの目標値とし
て提示し、さらに災害
時には、給水車の分
配計画に役立てます。

その他、電気設備、
災害訓練などの項目
についても指標を作
成し、診断システムを
作成しています。

病院防災力の目安となる診断指標の構築

災害医療情報GISシステムの開発

0.31

0.50

0.63

0.47

0.33

0.76

0.45

井戸病院A：

病院C：

その他

病院D：

0.89 井戸

井戸 その他

病院E：

病院F：

病院I：

病院G：

病院J：

病院の保有水量 受水槽容量/病床数（ｔ/床）

その他

0.67 井戸病院H：

1.26 その他病院K：

1.43病院L：

0.33 井戸病院B：

その他

196,902

285,911 118,794

718,392

1,077,404

1,498,805

156,447

580,243

720,300

293,586

２次医療圏人口

災害拠点病院

病院：有効 0.36 井戸

病院2：

水不足！病院： 0.56

災害医療情報GISシ
ステムには、全国約
9000の病院の位置

情報、災害拠点病院
の詳細情報などを整
備しています。災害
発生時には、病院の
被害状況や多数の
傷病者が発生してい
る地域、支援の医療
チームの動向などの
重要情報を地図上に
提示し、災害医療活
動の円滑化に寄与し
ます。

基本データ

EMISデータ

EDM独自調査
データ

医療派遣チームの調整、指揮、統括技法の開発

災害時に治療が必
要となる急性期傷病
の治療手段、必要な
医療機器や材料等
の代替・復旧・補給
の拠点の把握、過
去の災害における
医療機器の被害傾
向を調査し、サプラ
イチェーンに基づく
災害マネジメントの
検討を行っています。

サプライチェーンに基づく災害マネジメントの検討

重傷者の発見時点
から被災地外病院ま
での救命プランに関
する実証的研究を
行っております。救命
の輪をつなげていく
には現場時点からの
適切な医療活動が必
要であり、そのため
に必要な多機関連
携・情報共有を含む
実働訓練の検証を
行っております。

病院前の捜索救助医療活動の実証的研究

重傷者の発見時点から被災地外病院までの

救命プランに関する実証的研究

合同指揮本部
・多機関連携
・患者情報の共有
・病院情報の共有

ヘリの活用
・情報収集
・資源投入（部隊、医療班、資材等）

広域応援
・先行情報収集
・患者位置特定
・部隊配置判断

医療面からの検証
・組織活動
・連携活動
・情報共有

医療開始の早期化
・現場医療の実施
・医療的知識に基づく救助方法

・病院選定
・病院搬送

急性期傷病の治療手段の把握急性期傷病の治療手段の把握
→必要な→必要な医療機器医療機器，，

画像診断・検査，画像診断・検査，

材料，薬剤，血液の把握材料，薬剤，血液の把握

過去の災害における医療機器の被害傾向の把握過去の災害における医療機器の被害傾向の把握

→必要な供給（電力，水，薬剤類，マンパワー），→必要な供給（電力，水，薬剤類，マンパワー），

脆弱箇所（接合部等）の把握脆弱箇所（接合部等）の把握

→→連関関係連関関係の解明の解明

→→災害マネジメント方策災害マネジメント方策

効果

条件

代替・復旧・補給ポイントの把握代替・復旧・補給ポイントの把握

→臨着場，→臨着場，

近隣病院，近隣病院，

薬局・業者等薬局・業者等

（（サプライチェーンサプライチェーン））

の把握の把握

リソース

ヘリ臨時発着場
非公共へリポート
公共へリポート
災害拠点病院

ヘリ臨時発着場
非公共へリポート
公共へリポート
災害拠点病院

診
療
機
能
の
回
復

避難所

現地救護所

災害拠点病院

搬送機関

トリアージ判定情報

傷病者医療データ
DMAT配備情報

患者の状態把握

救急・医療支援 など
医療情報集積

病院のライフライン

検査機器の状況

DMATの待機状況

傷病者搬送先情報

搬送手段情報
など

搬送手段割当情報

傷病者トラッキング情報

など
基本的なデータ
ベースの格納
（協調処理）

基本的なデータ
ベースの格納
（協調処理）

災害拠点
病院

災害時に確実
に機能する
１回線を確保

ＥＭＩＳより情報支援

��の�機管理

��による��

��の�機管理

��による��

時空間キーに
よる情報管理

自治体

SCU

災害時には、各所で
医療派遣チームが
活動を行い、各機関
と連携しながら種々
の医療情報を適切
に伝達することが必
要になります。それ
ら医療チームの調
整、指揮、統括技法
について、最新の危
機管理技法（協調処
理）による統括技法
を検討し、開発を
行っています。
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IT（情報技術）を活用した自治体の危機管理

災害情報を位置と時間で管理する時空間情報処理技術により、減災に資する災害時に確実に機能する情報
システムの研究・開発を進めています。システム開発は、自治体等への復旧・復興業務支援や減災への取り
組みに関する協働により、防災実務現場のニーズに基づき、実効的な高度化を日々続けています。開発シス
テムは、地震以外の自然災害等での有効性についても実証を重ね、平常時システムで災害対応を実現する
RARMIS（Risk Adaptive Regional Management Information System) コンセプトを具体化します。

IT（情報技術）を活用した自治体危機管理技術の研究開発

防災システム研究センター EDM ＩＴ化防災研究チーム

時空間情報処理（時空間GIS）

主な研究活動事例

迅速・正確な災害対応のため、汎用性の高いデータベース管理・情報の時空間管理高度化を目指します。

時空間情報システムの構成概要

自治体共通応用プログラム
（平常時機能，防災関連機能他）

DiMSIS

公開API

公開データ構造

時空間データ

全データを重畳表示

拡大図

全国シームレスデータ

リスト画面、帳票画面

横浜市青葉区桂小防災拠点（2008.11）

安否確認システム

三重県大紀町野原地区（2008.12）

安否確認システムの防災訓練での
実証実験（実用化へ向けた改良）

二次元バーコードの
避難所受付利用

住民避難支援（災害対応ロジスティックス解析による意思決定支援構築）

輸送経路

輸送計画（ガントチャート）

地震災害以外への適用

平成１８年７月豪雨（被害情報の時空間管理）

��島県�つま町

���

��県��町

鳥インフルエンザ
（職員らが平常時システムを緊急対応へ拡張利用→RARMISの具体化）

離島との長距離通信

P2地点
中継用HUB設置

P2→P1 P2→P3

�１

�２

��

三重県大紀町

��

アドホック通信実験
（災害時の通信網の確保、通信機材の設置場所選定）

通信距離約２８ｋｍ

中山間地域での中継点設置通信

甑島

本土側設置場所からの甑島の眺望

��島県����市
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Click!

Click!

Click!

Click!

Click!

Click! Click!

Click!

関連ファイルの
ダウンロード

コンテンツに
関する議論 検索結果の表示

テンプレートの
アップロード

画像の挿入、
テキストの各種編集

II. 技術情報の種別

III. 技術の利用に際して
　                      必要な情報

VII-VIII. 異なる地域/状況への
                                                適用性

      必要な情報      必要な情報
（適用性に関する自己評価）

適用性適用性
（技術提案者からのメッセージ）

（技術提案者の
  連絡先・開発者
  情報・参考文献・
  特許の有無等）

（災害種）

（利用者）

（想定される被害の対象）

IV-VI. 技術自体に関する
                                           記述

(実践のプロセス・
 長所と短所・実践に
 より得られた教訓)

(技術の特性)

(必要な設備・平均
 的な経費・人員等）

X-XI. その他の関連情報

IX. 技術の適用事例
（関わった人 ・々
  実際の経費と
  所要人員・成果等）

（加筆修正の記録）
（関連する動向等）

I. 技術情報の要旨

（開発/発展の背景)

防災分野におけるNGO活動への効果的な支援方法（ネパールでの事例研究より）

Step ２．現地調査・データ分析 Step ３．
研究成果のまとめ
(1) 調査対象NGOの
　  発展史の記述
(2) その発展要因の
       分析

Step ４．
プロセス技術の抽出
上記の成果から、NGO
との恊働や活動支援を
試みる際のノウハウや
注意点を抽出する。

Step１．
目的の設定と共有
調査対象とするNGOと
最終ゴールについて
の認識を共有する。

調査

①文献調査（組織の内部資料・刊行物・その他）

②聞き取り調査 （内部スタッフ・外部関係者・その他）

③活動現場訪問（影響評価）

【主要データ 】
- スタッフ雇用・資金獲得・外部評価に関する事実関係
- 個々の出来事の重要性や意義に関する個人的な見

解・印象など（語り）

分析
①NGO活動の発展プロセスに関する年表作成・修正

　（重要な会議・プロジェクト・人物などの特定）

（ 繰 り 返 し ）

NGO代表（中央）と調査者（右）
カトマンズの事務所前にて（2008.7）

防災科学技術情報基盤の形成

世界各国の地域特性及び現場に適する有効な防災科学技術を集積し、ウェブ配信する世界標準のシステムを開発することを目的
に、科学技術振興調整費「アジア防災科学技術情報基盤の形成」プロジェクトと協働で、国内外の防災関係機関と連携しつつ、ウェブ
データベースを構築しています。また、防災科学技術情報を収集するためのフォームの開発、防災研究のコンテンツ化を促進するた
めのコンテンツ生成プロセス事例の提示、防災関連機関との協働による優良コンテンツの収集・分析を行っています。

様々な技術や知恵を統一したフォームで収集することにより、より活用しやすいデータベースを作ることができます。フォームは、
国際ワークショップ等を通して、国内外の実務者や研究者からの意見を集約することで開発されました。

フォーラム
コンテンツ投稿・ディスカッション

研究やプロジェクトのコンテンツ化を促進することがデータベースの充実につながります。防災研究の概要及びその実施プロセス、そ
の研究から生まれるコンテンツを提示することにより、コンテンツ生成プロセス事例の形成を図っています。

データベース
コンテンツ詳細表示・コンテンツ検索

データベースでは、登録された
コンテンツの閲覧が可能です。
単純検索及び詳細検索が可能
であり、希望のコンテンツをより
早く見つけることができます。

フォーラムの主な機能は、コンテン
ツの投稿及び投稿されたコンテン
ツに関するディスカッションです。
アカウントを取得し、ログインして
いる状態でのみ、フォーラムが利用
できます。

写真を含む投稿されたコンテ
ンツの詳細が閲覧できます。コ
ンテンツに添付された各種
ファイルはダウンロード可能で
す。ログインしている状態であ
れば、各コンテンツに関する議
論も閲覧できます。

検索により必要なコンテンツ
を見つけることができます。
上 記 は 、タ イ ト ル に
「Earthquake」を含む「プロ
セスの技術 (Process 
technology)」に該当する検
索結果を表示したものです。

コンテンツ投稿は、投稿画面に
直接入力するか、エクセルテン
プレート（防災科学技術情報収
集フォーム）をアップロードした
後、直接入力する、2つの方法が
あります。入力画面では、フォン
トサイズの変更等の修正が可能
です。また、写真の挿入、追加資
料の添付が可能です。

フォーラムにあるコンテンツ
は、現在、議論中のものです。
コンテンツを表示させた後、
コンテンツの下にある議論を
見ることができます。また、コ
メントを書き込むことも可能
です。

開発されたウェブデータベース
は、コンテンツの投稿からデータ
ベースへの登録までをウェブ上
で一環して行うことができるシス
テムです。また、コンテンツに関し
ての議論を行うこともできます。
このシステムは、「アジア防災科
学技術情報基盤の形成」プロジェ
クトにおいて使用され、現在、運
用中です。

運用中サイトのトップページは、
コンテンツを提供するデータ
ベース（DRH Database）、コンテ
ンツの投稿及び投稿コンテンツ
に関する議論の場であるフォーラ
ム（DRH Forum）、防災情報を提
供している他のサイトを紹介する
リンク集（DRH Links）で構成され
ています。また新着情報及び新規
に登録されたコンテンツが表示
されています。

Step 1：調査
生徒や教師の防災教
育に対するニーズや防
災意識をアンケート調
査により明らかにする。

Step 2：実践
災害経験の収集、防災
教育の実践のため、ド
ローイング及びエッセ
イコンペティションを
実施する。

Step 3：開発
収集したエッセイとド
ローイングを教材とし
て、さらに教師用ガイ
ドラインを開発する。

Step 4：普及
トレーニングを通して、
現地NGOが教材とガ
イドラインの使用方
法、を理解し、普及戦略
を立てる。

災害被災地における学校防災教育の促進（パキスタン）
現地での実践活動を通して、防災教育の普
及・促進を目指している。本研究プロセスが、
プロセスの技術としてコンテンツ化される。

適用例：アジア科学技術情報基盤（DRH-Asia) ウェブサイト（http://drh.edm.bosai.go.jp/）ウェブデータベースの開発ウェブデータベースの開発

防災科学技術情報収集フォームの開発防災科学技術情報収集フォームの開発

コンテンツ生成プロセス事例の形成コンテンツ生成プロセス事例の形成

防災システム研究センターEDM国際展開研究チーム
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大都市大震災軽減化特別プロジェクト
Ⅱ 震動台活用による構造物の耐震性向上研究 E-ディフェンスⅡ 震動台活用による構造物の耐震性向上研究 E ディフェンス

鉄筋コンクリート建物実験

鉄筋コンクリート造は、木造、鉄骨造と並び、日本における最も代表的な建築構造の一つです。古くから、学校、庁舎、病院などの公共建築物
やマンション建築の大多数は、遮音性能、耐火性能に優れ、自由な形態を可能とする鉄筋コンクリート構造で建設されました。しかし、１９９５年
兵庫県南部地震では、多くの鉄筋コンクリート建物で甚大な被害を生じ、多くの人命が失われました。いわゆる新耐震基準による比較的新しい
建物においても崩壊あるいは大破したケースもありました。本実験では、Ｅ－ディフェンスにおける震動実験を通して、建物の崩壊に至るまでの
メカニズムを解明し 未知なる大地震に対して最低限人命を失わない建築構造技術の確立を目指しますメカニズムを解明し、未知なる大地震に対して最低限人命を失わない建築構造技術の確立を目指します。

上：実大6層建物
実験でせん断破

木造建物実験
学校校舎を想定した実大3層建物実験（平成18年度）マンションを想定した実大6層建物実験（平成17年度）

実験でせん断破
壊した1層の連層
耐震壁

左：実大6層建物

実験でせん断破
壊した1層の短柱

木造建物実験

木造建物は、我が国で最も多い建築構造であり、大都市から地方都市まで広く普及しています。一方、地震が発生する度に多くの木造建物被害
が報告されます。木造住宅の耐震設計・耐震補強方法の具体的な構築を目指した実験的・解析的研究を、主に1981年の建築基準法改正前に建

てられた既存不適格と呼ばれる木造住宅を対象として実施しました。本実験では、建築年数の古い既存の木造建物であっても、建物の構造特性
に応じた適切な耐震補強を実施することで倒壊を防げることが確認されました。また、実験で得られた映像データを耐震補強の促進に用いること
で、自治体などの防災対策に大きく貢献しています。
地震被害を軽減させるためには、建物の健康診断に当たる耐震診断を受けて建物の現状を正確に把握することが大切です。

B棟：補強

A棟：無補強

移築補強・無補強住宅実験（平成17年度） 伝統構法移築・新築住宅実験（平成17年度） 震災復旧・免震住宅実験（平成17年度）

地盤基礎実験

我が国では多くの大都市が海や河川近傍の軟弱地盤に

位置しており、この地盤上に構造物を建設する場合には構

造物を支持する基礎構造が必要となります。

多くの構造物で採用されている杭基礎は地震時に損傷を

受ける とが多く 基礎の損傷によ て構造物全体に傾斜

円筒形せん断土槽 (内径8m、高さ6.5m)

受けることが多く、基礎の損傷によって構造物全体に傾斜

や沈下を生じ、構造物自体が健全であっても使用することが

できなくなってしまいます。近年では兵庫県南部地震の際、

沿岸部の液状化に伴う地盤の側方流動により、多くの護岸

とその背後の杭基礎構造物が大きな被害を受けました。し

かしこれらの現象は実際の地震時に観測されたことがない

ため、護岸や杭基礎がどのような力を受けて壊れるのか、ど

のような過程で壊れていくのかについて十分に把握されて

いません。そこで本研究では、大型せん断土槽や直方体土

槽の内部に杭基礎構造物を有する地盤を作製し 種々の構

地盤内で折れ曲がった杭 (地盤撤去後：奥が海側)

加振前の試験体 (中央水色が杭基礎構造物：右が海側)

槽の内部に杭基礎構造物を有する地盤を作製し、種々の構

造物・入力波・加振方向の震動実験を実施しました。

この実験では、側方流動、液状化現象を再現することに

成功し、多くのデータを得ることが出来ました。これらデータ

を基に、地盤防災分野の継続的な発展を目指します。
地盤内で折れ曲がった杭 (地盤撤去後)

兵庫耐震工学研究センター
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高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト
ー　緊急地震速報システムの開発と実用化　ー 

防災システム研究センター　
高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト

１．緊急地震速報のための即時処理システム（着未着法の開発）

　緊急地震速報のための即時処理システムとは、地震観測データを自動的に解析し、解析結果をリアルタイムで配信するシステムです。緊

急地震速報は社会全体の活動を一時的に停止させる可能性のある情報であり、間違った情報は、社会的混乱につながりかねません。それに

対して、地震は自然現象であり、その発生機構は多種多様です。また、観測データには、地震動以外のノイズの混入、前震を伴う地震や、

複数の地震が別の場所で同時に発生する場合もあります。しかも、震源を早く決定する必要から、少数の観測点の僅かなデータしか利用で

きません。このため、リアルタイム震源決定には、多くの技術的開発要素が含まれています。

　本プロジェクトでは、少ないデータでほぼ正確な震源を決定するための着未着法を開発しました。この方法は、観測データの他に、地震

波が到着しないという情報を利用する方法です。この方法には、正確なＰ波到着時刻のデータが必要なので、正確な到着時刻を自動的に読

み取る手法も開発しました。これらの手法の開発により、Hi-net観測網でカバーされる領域で発生する９９％の地震についてP波検知後数

秒以内で、ほぼ正確な震源を求められるようになりました。

２点のP波到達時刻を
満足する曲線

波面の外側の観測点

D

P波到着観測点

震源

A

B

C

E

両データを満足
する範囲

時刻ｔにおける
波面の位置

未到着時刻を満足
する範囲

図１　着未着法の概念図

着未着法は、P波到着時刻を満足する等式（図中の緑実線が解）の他に、P
波波面外側の観測点にP波が届いていないと言う不等式（図中の赤実線で囲
まれた領域が解）を同時に満足する解を導く方法です。この手法により、少
ない読み取りデータから正確な震源決定を行うだけでなく、間違ったデータ
を自動除去することも可能としました。

図2　震源決定の精度

Ｐ波検知後数秒で推定さ
れた即時処理システムの
震源決定の精度です。
精度は、気象庁によるマ
ニュアル処理の震源との
差を色で示しており、青
色に近いほど精度が高い
ことを表しています。
データはシステムが過去
3年間に自動検知した
4050地震です。

２．緊急地震速報のための震度予測手法の開発（震度マグニチュードの開発）

　通常、震度予測はマグニチュードによる距離減衰式を使用して求められます。ところが、震度は加速度より定義される値、マグニチュード
は変位より定義される値であり、両者は異なる物理量です。従って、マグニチュードを用いて震度を推定する方法は物理的に適切とは言えま
せん。本プロジェクトでは、震度により定義される地震の規模を表すパラメータ（＝震度マグニチュード）を開発し、これを利用することに
より、従来の手法に比べ精度の高い震度予測を極めて早い段階で行う事を可能としました。震度予測は緊急地震速報の最も重要な項目の一つ
であるため、このパラメータの利用が期待されます。

MI＝I/2+log(r)+α*ts+b-c

　　α＝π・/ln(10)*fs/Qs

  I：震度

fs：代表周波数

ts：S波走時

 c：観測点補正値

 MI：震度マグニチュード

   r：震源距離 　

Qs：S波のQ値

  b：定数 

震度マグニチュードの定義式

　○　Ｍｗ
　●　ＭＩ　

図３　震度マグニチュードによる震度予測誤差
と、従来の手法による震度予測誤差の比較

震度マグニチュードの使用により、予測誤差が
２２％減少することが分かります。予測震度を
トリガーとするシステムにとって、誤差の低減
は非常に重要な意味を持ちます。

図４　宮城県沖地震（２００３）における震度マグニ
チュードとモーメントマグニチュードの成長の比較

震度マグニチュードは地震波の短周期成分の最大値で
ほぼ決定されるため、断層破壊の終了を待たず、破壊
過程の早い段階で最終的な値を示します。この地震の
例では、P波検知後約数秒で最終的な震度マグニチュ
ードを求めていました。
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３．緊急地震速報の利活用

　緊急地震速報を利用して地震被害の低減を目指す、さまざまなシステムが開発、実用化されています。家庭、学校、オフィス、大型商業施
設などで使用される地震警報システム、鉄道、エレベータ、工場で使用される自動制御システムなどは、その代表例です。また情報伝達のた
めに、各種の通信メディアや通信技術が利用されており、これらのシステムの安定した運用を支えています。

発震機構解

主要動波面
観測点振幅

評価地点

波形読み取り状況

音声警告
発震機構解 図５　緊急地震速報システムのモニター画面

緊急地震速報システムの出力をリアルタイム

で表示し、出力された結果が適切なものであ

るか、評価できるように設計されています。

この画面には、通常の緊急地震速報の情報に

加えて、発震機構解、震度マグニチュード、

観測点振幅、波形の読み取り状況等も表示さ

れます。

震央

主要動到達までの
　　余裕時間

推定震度
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首都直下地震防災・減災特別プロジェクト
－都市施設の耐震性評価・機能確保に関する研究ー

プロジェクト目的および内容

地震調査研究推進本部においては、平成１７年８月に「今後の
重点的調査観測計画について」をとりまとめ、その中で、南関東
で発生するマグニチュード（Ｍ）７程度の地震を重点的調査観測
の対象候補として挙げています。この地震は、同本部地震調査
委員会の長期評価において 今後３０年以内で７０％程度という

E-ディフェンス

都市施設の耐震性評価 機能確保に関する研究

首都直下地震を発生させるプレート構造を明らかに
するための調査観測等を行う

首都直下地震を発生させるプレート構造を明らかに
するための調査観測等を行う E ディフェンスを用いた実大三次元の震動破壊実験E-ディフェンスを用いた実大三次元の震動破壊実験

�首都直下地震防災・減災特別プロジェクト��首都直下地震防災・減災特別プロジェクト�

プロジェクト①プロジェクト①：プレート構造調査・モデル構築：プレート構造調査・モデル構築

プロジェクトプロジェクト②②：：耐震性評価・機能確保研究耐震性評価・機能確保研究

委員会の長期評価において、今後３０年以内で７０％程度という
高い発生確率を予測しており、政府の中央防災会議が平成１７
年７月にまとめた「首都直下地震対策専門調査会報告」において
は、首都直下の地震の一つの類型として想定された東京湾北部
地震により、最大で死者数約１１,０００人、経済被害約１１２兆円
との予測がなされています。

このように、南関東で発生するＭ７程度の地震については切迫
性が高く、推定される被害も甚大であるが、これらの地震を対象
とした調査観測・研究は十分でなく、未だ首都直下で発生するＭ
７程度の地震の全体像等が明らかにされてはいません。

れらを踏ま 首都圏 お る稠密な調査観測を行 複雑なプ 構造 発生 うる首都直 地震 姿（震源域 将来 発生 能

��に有機的な連携を図りつつ
研究開発を推進

��に有機的な連携を図りつつ
研究開発を推進

するための調査観測等を行う
◆緻密に設置した中感度地震計
による自然地震観測

◆制御地震による地殻構造調査 等

◆緻密に設置した中感度地震計
による自然地震観測

◆制御地震による地殻構造調査 等

E-ディフェンスを用いた実大三次元の震動破壊実験

を行う
◆防災拠点、病院等の機能保持
耐震性の評価のための実験研究
◆長周期地震動の影響を受ける
高層建築物の耐震実験研究 等

ディ を用 実大 次元 震動破壊実験

を行う
◆防災拠点、病院等の機能保持
耐震性の評価のための実験研究
◆長周期地震動の影響を受ける
高層建築物の耐震実験研究 等

防災関�機関の�域的な情報共有と応�
体制の確立のための研究を行う
◆一元的危機管理対応体制の確立
◆ライフラインの復旧最適化に関する研究 等

防災関�機関の�域的な情報共有と応�
体制の確立のための研究を行う
◆一元的危機管理対応体制の確立
◆ライフラインの復旧最適化に関する研究 等

首都直下地震の全体像を解明するとともに、地震災害の大幅な軽減に資する首都直下地震の首都直下地震の全体像を解明するとともに、全体像を解明するとともに、地震災害の大幅な軽減に資する地震災害の大幅な軽減に資する
１

プロジェクトプロジェクト③③：：広域的危機管理・減災体制の構築広域的危機管理・減災体制の構築

都市施設の耐震性評価・機能確保に関する研究

震災時における建物の機能保持に関する研究開発

本研究では、首都直下地震に対する都市施設の被害を軽減し、建物の包括的な継続性を維持するための防災・減災対策に資することを目
標として、実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を効果的に活用する、「(1) 震災時における建物の機能保持に関する研究開発」、
「(2) 長周期地震動による被害軽減対策の研究開発」の二つの個別研究に取り組んでいます。

これらを踏まえ、首都圏における稠密な調査観測を行い、複雑なプレート構造の下で発生しうる首都直下地震の姿（震源域、将来の発生可能
性、揺れの強さ）の詳細を明らかにするとともに、耐震技術の向上や地震発生直後の迅速な被害把握等と有機的な連携を図り、地震による被
害の大幅な軽減と首都機能維持に資することを目的とした５ヵ年間の研究開発プロジェクトが、「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」です。

震災時における建物の機能保持に関する研究開発

大地震時における救急救命、被災後の生命維持の拠点となる医療施設、および被災状況等の情報発信の拠点となる情報通信施設など重要
施設は、建物の健全性と共にその医療機能，情報通信機能を震災時にも維持することが求められます。そこで本研究では、震災時おける建物
の機能保持および耐震性向上を目的とした研究開発に取り組んでいます。
研究成果は、民間企業・学協会等と連携して、機能保持を目指した重要施設の地震対策指標と具体的な対策手法の確立、既存および新規施

設の耐震対策として普及を促すガイドラインへの反映を目指します。

医療機器・情報通信機器単体

医療機器等の機器単体
耐震実験（H19）

地震災害時における医療施設等の機能保持
評価のための震動�実験（H20）
“耐震構造” “免震構造”において、短周期

手
術
室医療機器・情報通信機器単体

での耐震性および地震時の挙
動の検証を行いました。

耐震構造実験後

耐震構造 ， 免震構造 において、短周期
地震動および長周期地震動による震動実験
を実施しました。

手術室、病室、
人工透析室な
どに、実際の
機器を配置し、
また給排水設
備等も設置し、
忠実に医療施
設を再現して

免震構造実験後

室
（
３
階
）

病
室
（４
階
）

長周期地震動による被害軽減対策の研究開発
海溝型巨大地震では長周期地震動が発生し、首都圏をはじめ大都市の超高層建物は共振して、ゆっくりと大きく、３分以上の長時間にわ

たって揺れるといわれます。本研究では、長周期地震動に対して被害が予測される超高層建物を対象にし、耐震性能の評価や被害を軽減す
る手法の提案を目的としています。
本研究成果は、関連する学協会とも共有し、安心・安全な高層建物の実現を目指します。

耐震構造実験後
（短周期地震）

います。 免震構造実験後
（短周期地震）

長周期地震動を受ける高 長周期地震動を受ける超高層建物

平均的な高さ８０ｍで２１階建ての超高層
建物の下層階を骨組とし、上層階をコンク
リート錘とゴムでモデル化しました対策を組��んだ

大型実験システムを開発し、超高層建物
の骨組に生じる損傷を検証しました。

長周期地震動を受ける高
層建物の損傷�程、安全
��度に関する震動�
実験（H19）

長周期地震動を受ける超高層建物
の応��減手法、および柱梁接合
部の補強法の検�（H20）

梁フランジ下
柱面

梁ウェブ

溶接補強

リ ト錘とゴムでモデル化しました。対策を組��んだ
実験を予定（H21）

E-ディフェンス上の試験体

兵庫耐震工学研究センター 佐藤栄児・長江拓也・酒井久伸

柱と梁の接合部分の効果
的な補強方法を提示

長時間の多数回にわたる局部変形の
蓄積によって、梁と柱の接合部分で
フランジが破断しました

制振技術の効率的な
適用方法を提示

柱面 梁フランジ横

溶接金属

ブレース型ダンパー

溶接補強

ハンチの増設
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ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究
平成20～24年度文部科学省研究委託事業

ひずみ集中帯と最近の地震

ひずみ集中帯の形成

重点的調査観測・研究の概要

地震研究部　小原一成(研究代表者)

日本列島の太平洋側では、日本海溝や南海トラフなどのプレート境界から海洋プレートが沈

み込み、M8 級の巨大地震が数 10～100 年おきに繰り返し発生します。一方、日本海側や

内陸部には明瞭なプレート境界はありませんが、局所的に変形が集中する「ひずみ集中帯」

が存在しています。ひずみ集中帯では、蓄積される大きなひずみのために、活断層や活褶

曲といった活構造が形成されます。平成 16 年新潟県中越地震、平成 19 年中越沖地震など、

最近、日本海沿岸部で大きな被害地震が相次ぎましたが、いずれも、ひずみ集中帯で発生

したものでした。 

ひずみ集中帯には、地質学的に明らかにされた「日本海東縁ひずみ集中帯」と、現在の

GPS 観測で検出された「新潟―神戸ひずみ集中帯」の２つがあります。過去の大地震はこ

れらのひずみ集中帯に沿って分布していますが、いったいどのようにして形成されたのでしょ

うか？もともと日本列島は大陸の一部でしたが、約 2000 万年前から日本海が拡大し、大陸

から切り離されました。そのときの張力場によって正断層が発達し、部分的には地殻が引き

延ばされて薄くなりました。また、いたるところで沈降が生じて堆積物が厚く堆積し、リフトと呼

ばれる堆積盆地を形成しました。その後、約300万年前に張力場から圧縮場に転じ、日本海

拡大時に形成された正断層が、逆断層として再活動を始めたのです。この活動によってリフ

トの堆積物が隆起し褶曲地形を形成しました。これらの現象を、インバージョン（反転）テクト

ニクスと言います。このようにひずみ集中帯は、昔は引っ張り、今は圧縮の力を受け、地殻

の中が非常に複雑になっているため、地震の発生の仕方も複雑です。 
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政府の取り組み

地震調査研究推進本部では、阪神淡路大震災を教訓とし、日本

全国に基盤的な地震観測網を整備し、主要１１０断層などの調査

観測を進めてきましたが、「ひずみ集中帯」は明確な調査対象とし

ては位置づけられておらず、地震調査観測の空白域でした。しか

し、相次ぐ被害地震によって、この地域地震像を明らかにする必

要が高まってきたことから、文部科学省では「ひずみ集中帯の重

点的調査観測・研究」を 5 年間計画で進めることを決定しました。 

この研究プロジェクトの目的は、東北日本の日本海側及び日本海

東縁部に存在するひずみ集中帯の活構造の全体像を明らかにし、

震源断層モデルを構築することにより、ひずみ集中帯で発生する

地震の規模の予測、発生時期の長期評価、強震動評価の高度化

に資することです。また、ひずみ集中帯の形成メカニズムを解明す

るため、ひずみ蓄積速度の速い火山など他の地域での比較研究

も実施されます。主たる調査観測研究内容は次のとおりです。 

海陸統合地殻構造探査の概念図(東京大学地震研究所　佐藤比呂志教授提供)

○自然地震観測 
 新潟県などの陸域に機動的地震計約300台，海域に自己浮上式及びケーブル式

海底地震計を設置して稠密な自然地震観測を実施し，高精度震源決定を行い，地

震波速度や非弾性係数の３次元的な分布を求め，地殻深部の断層構造に関する

情報を取得します．一方，桜島火山や琵琶湖西岸断層帯など，わが国でひずみが

集中しているとされている地域において，地震・火山等の調査観測を実施します． 
○地殻構造探査 
 陸域では起震車やダイナマイト，海域ではエアガンなどの制御震源を用いて，大

深度反射法・屈折法，高分解能反射法探査等を行い，海陸統合探査によってひず

み集中帯の活構造，断層の深部形状，地震波速度の絶対値などを明らかにします．

また，日本海ではマルチチャネル探査により，日本海東縁の地殻構造・断層のイメ

ージングを実施します． 
○GPS 地殻変動観測 
 ひずみ集中帯を横切る方向で２本の測線を設定し，地殻変動分布の現状を明ら

かにするとともに，得られた地殻変動分布を説明できる物理モデルを構築します． 
○活断層の地形地質調査 
 ひずみ集中帯の陸域で変動地形調査，浅層ボーリング調査等を実施すると共に，

海域で音波探査による海底面調査を実施し，地表及び海底面の変動構造・地殻ひ

ずみ速度を明らかにします．    
○強震動予測高精度化のための調査研究 
既存の表層地盤データや微動探査等により，ひずみ集中帯の平野部を中心とした

浅部・深部統合地盤モデルを作成するとともに，この地域の地震の震源特性を分析

し，断層モデルに関する情報を総合して震源モデルの高度化を行います．さらに，

強震動評価に基づいて，本プロジェクトで構築される震源断層モデルおよび地下構

造モデルの検証を行います． 
○歴史地震等に関する記録の収集と解析 
ひずみ集中帯で過去に発生した大地震の歴史学的，地震学的記録などの調査に

基づき，過去の地殻活動を明らかにします． 
 

本研究プロジェクトサブテーマ実施代表機関は次のとおりである． 
独立行政法人防災科学技術研究所・東京大学地震研究所・京都大学防災研究所・

北海道大学大学院理学研究院・東北大学大学院理学研究科・名古屋大学大学院

環境学研究科・九州大学大学院理学研究院・東京工業大学火山流体研究センタ

ー・独立行政法人海洋研究開発機構・独立行政法人産業技術総合研究所・財団法

人地震予知総合研究振興会 

ひずみ 集中帯周辺 で発生した大地震 （1586 ～2007 年、深さ 50km
以浅、マグニチュード 6.8 以上）と活断層 の分布。 

45



自然災害情報室-災害・防災情報の収集と発信

災害情報の収集・整理とアーカイブスの構築

災害情報の提供／発信

防災科学技術研究所研究成果の公開／提供

災害アーカイブスを利用し、解析を行い、災害について学
習できるサイトや調査研究のために利用できるサイトなど、
幅広い情報提供を行っています。
（http://www.bosai.go.jp/library/）

�Webコンテンツの��
① 災害アーカイブスを利用、解析したコンテンツ

‐防災基礎講座 自然災害に学ぼう
‐日本の火山ハザードマップデータベース
‐地すべり地形分布図データベース
‐既往土砂災害データベース

② ポータルサイト、リンク集
‐国内及び世界の防災関連機関リンク集
‐国際機関・インド洋津波ポータルサイト
‐災害種別リンク集

③ 自然災害・防災関連本の紹介
‐自然災害・防災の本棚

防災科研の研究成果を、一般に公開・提供しています。自然災害を広く学び、知識の共有を図るという目的から学習会の企画や
開催も行っています。

�研究成果公開・提供の��
① 防災科研の刊行物、ニューズレター、パンフレットなどの貸出、配布、Webでの提供
② 特別企画展・Ｗｅｂ災害企画展の開催
③ 災害学習会の企画・開催

防災科学技術研究所刊行物

日本の火山ハザードマップデータベース
日本全国の火山ハザードマップデータ
ベースです。

防災基礎講座
防災の基礎的知識を学べます。

災害種別リンク集（Ｄ－Ｌｉｎｋｓ）
リンク数が世界最大級の災害リンク集です。

2005年 ハリケーン・カトリーナコレクション
（撮影地；LowerNinthWard地区）

防災及び災害に関する国内外の文献・資料の収集・整理を行い、災害アーカイブス
を構築し、資料室において所内外の研究者、政府関係者、及び一般の皆様に広く
公開しています。

�資料情報�
①国内外災害・防災関連資料（災害報告書、災害空中写真）
②災害・防災研究のための国内外学術雑誌
③災害・防災研究のための基礎資料

（災害・防災研究報告書、地域防災計画、行政資料、地図、図書）
④データベース（所蔵資料、火山ハザードマップ）
⑤コレクション（各種ハザードマップ、大規模災害情報、子ども向け災害資料） 閲覧室から見た資料室

Ｗｅｂ災害企画展：伊勢湾台風50周年特別企画公開災害学習会の様子

子ども災害コレクション
団体貸出を行っています。

防災システム研究センター 自然災害情報室
井口隆・堀田弥生・中須正・飯島正子・田中亜紀子
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地すべり地形分布図の刊行とＷｅｂ公開

地すべり地形分布図のWEB公開

ウェブマッピングサービ
ス(WMS)に対応したラ
スター型地すべり地形
分布図の表示画面

地すべり地形分布図データ
ベースのＴＯＰページ

WebGISを用いた地す
べり地形分布図の公開
画面

ｱﾄﾞﾚｽ：http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/

地すべりを始めとする土砂災害は毎年各地で発生し、貴重な生命と財産を奪ってきました。地すべり災害

を防止軽減するためには、地すべり変動の危険性がある斜面の分布状況を把握しておくことが不可欠です．
防災科研では地すべり災害防止のため、全国各地の地すべり地形の判読を進め、印刷図として刊行すると
ともに、インターネット上で公開しています。

空中写真判読によって地すべり地形
を把握

地すべり地形分布図�����分の��

印刷図の刊行・関係機関への配布

空中写真の実体視判読空中写真の実体視判読 所定の凡例で地すべり地形所定の凡例で地すべり地形
を図示するを図示する

空中写真空中写真
地すべり地形分布図地すべり地形分布図

地すべり地形
の判読作業

判読した地すべり地形を
印刷図として順次刊行し、
関係機関に配布していま
す

地すべり地形判読は, 地
すべり変動によって形成
された地形の分布と形
状、相互関係を正確に
判定していく、高度の地
形認識能力が必要な根
気のいる作業です。

地すべり変動は地すべり地形で起きる

本州・四国・九州が完了 さらに日本全土の刊行を目指しています

地すべり発生場所の適中実績

1997年5月に起きた八幡平澄川
地すべりの発生場所を地すべり
地形として正確に判読していた

2005年4月に石川県羽咋
市で起きた地すべりによっ
て高圧送電線鉄塔が倒壊
した。その後各電力会社は
地すべり地形分布図などを
用いて送電鉄塔の緊急点
検を行なった。

秋⽥県⿅角市澄川地すべり

石川県羽咋市地すべり

最近発生した地すべりの多くを地すべり
地形として判読し図示していました

防災システム研究センター 自然災害情報室

井口 隆・清水文健・内山庄一郎

岩手宮城内陸地震で発生した荒
砥沢地すべりも過去に変動した
地すべり地形を呈していました

地すべり地形情報を何時
でも何処からでも閲覧する
ことができるようにＷｅｂ公
開を進めています

平成20年度末に本州・

四国・九州の刊行が完
了します。今後、日本
全域の刊行を目指し、
北海道・沖縄および南
西諸島地域の地すべり
地形判読と印刷図の刊
行を計画しています
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